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１ 函館市職員の定年等に関する条例等の一部を改正する等の条例の骨  

 子 

 

(1) 条例改正の理由 

  地方公務員法の一部改正に伴い，職員の定年の引上げ，管理監督職  

 勤務上限年齢制および定年前再任用短時間勤務制の導入等の措置を講  

 ずることとするため 

 

(2) 条例改正の内容 

 ア 第１条関係 函館市職員の定年等に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 現行条例の職員の定年制度に加え，管理監督職勤務上限年齢制  

   （「役職定年制」という。）および定年前再任用短時間勤務制を  

   加えることとするため，目次および章名を付す。（目次，章名）  

    (ｲ) 条例を制定する趣旨について，地方公務員法の一部を改正する  

   法律による改正後の地方公務員法（「新地公法」という。）の規  

   定により条例で定めることとされている条項を規定する。  

   ａ 新地公法第２２条の４第１項および第２項ならびに第２２条  

    の５第１項は，定年前再任用短時間勤務制に係る条項  

   ｂ 新地公法第２８条の２は，役職定年制に係る条項  

   ｃ 新地公法第２８条の６第１項から第３項までは，定年制度に  

    係る条項 

   ｄ 新地公法第２８条の７は，勤務延長（定年による退職の特例）  

    に係る条項（第１条） 

    (ｳ) 職員の原則的な定年を年齢６５年とする。また，保健福祉部に 

   所属する医師および歯科医師については，職務と責任の特殊性，  

   欠員の補充の困難性から，定年を年齢７０年とする特例定年を設  

   ける。（第３条） 

    (ｴ) 所要の既定の整備を行う。（第４条） 

    (ｵ) 役職定年制の対象とする管理職を一般職の職員の給与に関する  

   条例，函館市企業職員の給与の種類および基準に関する条例また  
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   は函館市立高等学校及び幼稚園教育職員の給与，勤務時間その他  

   の勤務条件に関する条例の規定に基づいて管理職手当を支給され 

   る職員の職とする。ただし，保健福祉部および病院局の医師また  

   は歯科医師の管理職は，職務と責任の特殊性，欠員の補充の困難  

   性から，役職定年制の適用除外とする。（第６条）  

    (ｶ) 役職定年の年齢は，年齢６０年とする。（第７条）  

    (ｷ) 任命権者が役職定年による降任を行うに当たっての遵守すべき  

   基準を定める。基準は，地方公務員法第１３条の平等取扱いの原  

   則，第１５条の任用の根本基準，第２３条の３の人事評価に基づ  

   く措置，第２７条第１項の分限の公正および第５６条の職員団体 

   の構成員であることの不利益取扱の禁止に定めるもののほか，次  

   の基準を遵守しなければならないこととする。  

   ａ 当該職員の人事評価の結果または勤務の状況および職務経験  

    等に基づき，標準職務遂行能力および適性を有すると認められ  

    る職に降任すること。 

   ｂ 人事の計画その他の事情を考慮した上で，できる限り上位の  

    職位の職に降任すること。 

   ｃ 当該職員を降任するときの職位は，やむを得ないと認められ  

    る場合を除き，当該職員よりも役職定年前に上位の職位にあっ 

    た職員が降任するときの職位と比べ，同じ職位か，または下位  

    の職位とすること。（第８条） 

    (ｸ) 定年前再任用短時間勤務職員の任用について定める。  

   ａ 任命権者は，年齢６０年に達した日以後，定年退職日前に退  

    職した者を，従前の勤務実績等に基づく選考により短時間勤務  

    の職に採用することができる。 

   ｂ 任期は，定年退職日相当日（退職しなかった場合のその者の  

    定年退職日）までであり，当該日を経過した者は，採用するこ  

    とはできない。（第９条） 

    (ｹ) 任命権者は，市が加入する地方公共団体の組合（函館湾流域下  

   水道事務組合など）の年齢６０年に達した日以後，定年退職日前  
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   に退職した者について，第９条と同様に，短時間勤務の職に採用  

   することができる。（第１０条） 

    (ｺ) この条例の実施に関し必要な事項は，規則に委任する規定を定  

   める。（第１１条） 

    (ｻ) 令和５年４月１日から令和１３年４月１日まで，２年に１年ず  

   つ段階的に定年の年齢を引き上げる。 

   ａ 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで ６１年 

   ｂ 令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで  ６２年 

   ｃ 令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６３年 

   ｄ 令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６４年 

   ｅ 令和１３年４月１日から ６５年（附則第４項）    

    (ｼ) 改正前の条例第３条ただし書に規定する職員で，改正後の条例  

   第３条第１項の規定を適用する職員（病院局の医師または歯科医  

   師）の定年については，既に定年が６５年となっていることから，  

   附則第４項の段階的な定年の年齢の引上げを適用せず，定年の年 

   齢を６５年として維持する。（附則第５項） 

    (ｽ) 改正前の条例第３条ただし書に規定する職員で，改正後の条例  

   第３条第２項に規定する職員（保健福祉部に所属する医師および  

   歯科医師）については，令和５年４月１日から令和１３年４月１  

   日まで，２年に１年ずつ段階的に定年の年齢を引き上げる。  

   ａ 令和５年４月１日から令和７年３月３１日まで  ６６年 

   ｂ 令和７年４月１日から令和９年３月３１日まで  ６７年 

   ｃ 令和９年４月１日から令和１１年３月３１日まで ６８年 

   ｄ 令和１１年４月１日から令和１３年３月３１日まで ６９年 

   ｅ 令和１３年４月１日から ７０年（附則第６項） 

    (ｾ) 任命権者は，当分の間，職員が年齢６０年に達する年度の前年  

   度（５９歳となる年度）中に，当該職員に対し年齢６１年に達す  

   る年度から適用される任用および給与に関する内容その他の必要  

   な情報を提供し，勤務の意思の確認を行うよう努めるものとする。

   （附則第７項） 
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    (ｿ) 勤務延長された職員の経過措置を設ける。 

   ａ 改正前の条例の規定により勤務延長された職員については，  

    改正後の条例の施行後に，任命権者が改正後の条例第４条第１  

    項各号に掲げる事由があると認めるときは，勤務延長の期限を  

    延長することができる。ただし，改正前の条例による当該職員  

    の定年退職日の翌日から起算して３年を超えることはできない。  

   ｂ 定年引上げ年度の前年度までに一旦引上げ前の定年に達して  

    いる者が勤務延長後に定年が引き上げられた職に転任等を行う  

    ことはできない。 

   ｃ ａに係る勤務延長に関し，改正後の条例第４条第３項から第 

    ５項までの規定を準用し，職員の同意を得ること，勤務延長期  

    限の繰上げ，勤務延長に係る必要な手続きについては，市長に  

    委任する。（改正条例附則第２条） 

    (ﾀ) 暫定再任用職員（フルタイム勤務）の任用について経過措置を  

   設ける。 

   ａ 任命権者は，年齢６５年に達する日以後における最初の３月  

    ３１日までの間にある者について，改正前の条例による定年に  

    達している者を従前の勤務実績等に基づく選考により，１年を  

    超えない範囲内で任期を定め，暫定再任用職員（フルタイム勤 

    務）として採用することができる。 

   ｂ 任命権者は，年齢６５年に達する日以後における最初の３月  

    ３１日までの間にある者について，改正後の条例による定年に  

    達している者を従前の勤務実績等に基づく選考により，１年を  

    超えない範囲内で任期を定め，暫定再任用職員（フルタイム勤  

    務）として採用することができる。 

   ｃ ａまたはｂの任期は，１年を超えない範囲内で更新すること  

    ができる。 

   ｄ 暫定再任用職員（フルタイム勤務）の任期の更新は，任期に 

    おける勤務実績が人事評価その他勤務の状況を示す事実に基づ  

    き良好である場合に行うことができる。 

4



   ｅ 任命権者は，暫定再任用職員（フルタイム勤務）の任期を更  

    新する場合には，あらかじめ当該暫定再任用職員の同意を得て  

    おくものとする。（改正条例附則第３条） 

    (ﾁ) 任命権者は，市が加入する地方公共団体の組合における定年に  

   達している者を暫定再任用職員（フルタイム勤務）として採用す  

   ることができるものとする。その他は，改正条例附則第３条と同 

   様の内容となる。（改正条例附則第４条） 

    (ﾂ) 任命権者は，定年に達している者を暫定再任用短時間勤務職員  

   として採用することができるものとする。その他は，改正条例附  

   則第３条と同様の内容となる。（改正条例附則第５条）  

    (ﾃ) 任命権者は，市が加入する地方公共団体の組合における定年に  

   達している者を暫定再任用短時間勤務職員として採用することが  

   できるものとする。その他は，改正条例附則第３条と同様の内容  

   となる。（改正条例附則第６条） 

    (ﾄ) 改正条例の施行日（令和５年４月１日）前に退職した職員を暫  

   定再任用職員として採用し，昇任・降任・転任するためには，当  

   該職員が就こうとする職について改正前の条例で定める定年に達  

   していることが必要であるが，施行日以後に新たに設置された職  

   等については含まれないこととなり，その職に就くことができな  

   いこととなるため，その職については施行日前に設置されていた  

   ものとした場合における定年とする。（改正条例附則第７条）  

    (ﾅ) 短時間勤務の職に任用することができる者を定年前再任用短時 

   間勤務職員および暫定再任用短時間職員としているが，その職お  

   よび年齢について(ﾄ) と同様の経過措置を設ける。（改正条例附 

   則第８条） 

    (ﾆ) 施行日以後に退職した者の暫定再任用は，その職に係る定年年  

   齢に達している者を対象としているが，定年が引き上がる日（「  

   基準日」という。）においては，いったん定年年齢に達していた  

   者が再び定年年齢未満になってしまうため，これらの者について  

   基準日以後も定年に達しているものとみなすが，その職および年 
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   齢について(ﾄ) と同様の経過措置を設ける。（改正条例附則第９ 

   条） 

    (ﾇ) 定年引上げ年度の前年度までに，引上げ前の定年相当年齢に達  

   している定年前再任用短時間勤務職員については，定年相当年齢  

   が引き上げられた定年前再任用短時間勤務の職に就くことができ  

   ないことを定める。（改正条例附則第１０条）  

    (ﾈ) 施行日から令和６年３月３１日までの間（令和５年度中）に年  

   齢６０年となる職員に対し，当該職員に対し年齢６１年に達する  

   年度（令和６年度）から適用される任用および給与に関する内容 

   その他の必要な情報を提供し，勤務の意思の確認を行うこととす  

   る。（改正条例附則第１１条） 

 

  イ 第２条関係 職員の分限に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 降任の効果について，現に属する職務の級より同一の給料表の  

   下位の職務の級に分類されている職務を遂行することとなる降格  

   となる場合があることを明確にする。（第１条の４，第７条）  

    (ｲ) 当分の間，降給の種類に一般職の職員の給与に関する条例附則  

   第２０項の規定による給料月額の７割措置による降給を加える。 

   （附則第４項） 

    (ｳ) 職員の意に反する降任，免職，休職および降給の処分は，その  

   旨を記載した書面を当該職員に交付して行わなければならないが，

   一般職の職員の給与に関する条例附則第２０項の規定による給料  

   月額の７割措置による降給の場合は，適用しないこととする。（  

   附則第５項） 

 

 ウ 第３条関係 職員の懲戒に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 減給処分は減給処分発令時の給料月額の１０分の１以下を減ず  

      ることとしているが，定年延長により６０歳に達した日後の最初 

   の４月１日から給料月額が７割水準に減額となることに伴い，処  

   分の適用される期間中に７割水準に減額となった場合には，その  
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   時点から７割水準に減額後の給料月額の１０分の１に相当する額  

   を減ずるものとする。（第３条） 

 

 エ 第４条関係 公益的法人等への函館市職員の派遣等に関する条例  

  の一部改正 

  (ｱ) 任命権者は，公益的法人等の業務にその役職員として専ら従事  

   させるため，条例で定める職員を除き，職員を派遣することがで  

   きることとしており，これまで改正前のフルタイム勤務の再任用 

   職員については派遣の対象としていたが，再任用職員制度の廃止  

   に伴い，規定を削る。（第２条） 

    (ｲ) 定年の段階的引上げ期間中の経過措置として置かれるフルタイ  

   ムの暫定再任用職員については，改正前のフルタイム勤務の再任  

   用職員と同様に派遣の対象とする。（改正条例附則第１２条）  

 

 オ 第５条関係  職員の勤務時間に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 再任用短時間勤務制度を継承する定年前再任用短時間勤務制に  

   係る職員の勤務時間に関する規定を整備するもので，条例中の「 

   再任用短時間勤務職員」の規定を「定年前再任用短時間勤務職員」  

   に改める。（第２条，第８条） 

    (ｲ) 定年の段階的引上げ期間中の経過措置として置かれる暫定再任  

   用短時間勤務職員については，定年前再任用短時間勤務職員とみ  

   なして条例の規定を適用する。（改正条例附則第１３条）  

 

  カ 第６条関係  職員の休日および休暇に関する条例の一部改正  

  (ｱ) 再任用短時間勤務制度を継承する定年前再任用短時間勤務制に  

   係る職員の年次休暇ならびに休日および休暇に関する規定を整備 

   するもので，条例中の「再任用短時間勤務職員」の規定を「定年  

   前再任用短時間勤務職員」に改める。（第５条，第８条）  

    (ｲ) 暫定再任用短時間勤務職員については，定年前再任用短時間勤  

   務職員とみなして条例の規定を適用する。（改正条例附則第１４  
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   条） 

 

 キ 第７条関係 職員の育児休業等に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 地方公務員法の一部改正による「短時間勤務の職」の引用条項  

   の規定を整備する。なお，改正前の条例では再任用短時間勤務職  

   員は部分休業をすることができ，改正後の条例では定年前再任用  

   短時間勤務職員および暫定再任用短時間勤務職員が部分休業をす  

   ることができる。（第１７条の２，第１８条）   

 

  ク 第８条関係 函館市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例  

  の一部改正 

  (ｱ) 地方公務員法の一部改正による「短時間勤務の職」の引用条項  

   の規定を整備する。なお，任命権者が市長に報告しなければなら  

   ない人事行政の運営の状況について，定年前再任用短時間勤務職  

   員および暫定再任用短時間勤務職員はその報告に係る対象となる。 

    （第３条） 

 

 ケ 第９条関係 一般職の職員の給与に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 定年前再任用短時間勤務職員の給料決定について定め，再任用  

   職員に係る規定を削る。定年前再任用短時間勤務職員の給料月額  

   は，給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料  

   月額に，当該定年前再任用短時間勤務職員の１週間当たりの勤務  

   時間を常時勤務を要する職員の１週間当たりの勤務時間で除して  

   得た数を乗じて得た額とする。（第３条の２）  

    (ｲ) 所要の既定の整備を行う。（第４条） 

    (ｳ) 定年前再任用短時間勤務職員に係る通勤手当について定め，再  

   任用職員短時間勤務職員に係る規定を削るほか，規定の整備を行  

   う。（第１３条） 

    (ｴ) 定年前再任用短時間勤務職員に係る時間外勤務手当について定  

   め，再任用短時間勤務職員に係る規定を削るほか，規定の整備を  
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   行う。（第１６条） 

    (ｵ) 定年前再任用短時間勤務職員に係る第１６条（時間外勤務手当),

   第１８条（夜間勤務手当）および第１９条（休日勤務手当）の算  

   定に用いる勤務１時間当たりの給与額の算出について定め，再任 

   用短時間勤務職員に係る規定を削る。（第２０条）  

    (ｶ) 定年前再任用短時間勤務職員の期末手当基礎額に乗じる期末手  

   当の率について定め，再任用職員に係る規定を削る。（第２２条）  

    (ｷ) 定年前再任用短時間勤務職員全体の勤勉手当の総額の上限を決  

   定する勤勉手当の率について定め，再任用職員に係る規定を削る。  

   （第２２条の４） 

    (ｸ) 定年前再任用短時間勤務職員については，第３条の２第２項（  

   新たに給料表の適用を受ける職員となった号給の決定），同条第 

   ３項（職務の級から他の職務の級に移った場合などにおける号給  

   の決定），第４条（昇給の基準），第１１条・第１２条（扶養手  

   当），第１２条の２（住居手当），第１２条の４（医師職の地域  

   手当），第１２条の５（初任給調整手当），第１３条の３（単身  

   赴任手当）および第２３条（寒冷地手当）の規定は，適用しない。

   （第２５条の２） 

    (ｹ) 当分の間の措置として，職員の給料月額は，当該職員が６０歳  

   に達した日後における最初の４月１日（「特定日」という。）以 

   後，当該職員に適用される給料表の給料月額に１００分の７０を  

   乗じて得た額とする。（附則第２０項） 

    (ｺ) 附則第２０項の給料月額の７割措置は，次に掲げる職員につい  

   ては，適用しない。 

   ａ 臨時的任用職員，一般職の任期付職員および会計年度任用職  

    員等の非常勤職員 

   ｂ 函館市職員の定年等に関する条例第３条第２項に規定する職  

    員（保健福祉部に勤務する医師または歯科医師）  

   ｃ 定年に達した職員であって勤務延長により勤務している職員  

   （附則第２１項） 
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    (ｻ) 役職定年により降任をされた職員であって，降任をされた日（  

   「異動日」という。）に附則第２０項の規定により当該職員の受  

   ける給料月額（「特定日給料月額」という。）が，異動日の前日  

   に当該職員が受けていた給料月額（「基礎給料月額」という。）  

   に１００分の７０を乗じて得た額に達しない職員には，当分の間，  

   特定日以後，附則第２０項の規定により受ける給料月額のほかに，  

   基礎給料月額と特定日給料月額の差額に相当する額を給料として  

   支給する。（附則第２２項） 

    (ｼ) 附則第２２項による給料の額と当該給料を支給される職員の受  

   ける給料月額との合計額が当該職員の属する職務の級における最  

   高号給を超える場合は，最高号給の給料月額と当該職員の受ける  

   給料月額の差額に相当する額を給料として支給する。（附則第23 

   項） 

    (ｽ) 附則第２０項の規定の適用を受ける職員であって，任用の事情  

   を考慮して附則第２２項の規定による給料を支給される職員との  

   権衡上必要があると認められる職員には，当分の間，附則第２２  

   項または第２３項の規定に準じて算出した額を給料として支給す  

   る。（附則第２４項） 

  (ｾ) 附則第２０項の規定の適用を受ける職員（附則第２２項または  

   第２４項の規定による給料を支給される職員を除く。）であって，  

   任用の事情を考慮して当該給料を支給される職員との権衡上必要  

   があると認められる職員には，当分の間，当該職員の受ける給料  

   月額のほか，附則第２２項から第２４項までの規定に準じて算出  

   した額を給料として支給する。（附則第２５項）  

    (ｿ) 当分の間の給与の７割措置等の施行に関し必要な事項を市長に 

   委任する。（附則第２６項） 

    (ﾀ) 給料表中の再任用職員を定年前再任用短時間勤務職員に置き換  

   え，給料表中の定年前再任用短時間勤務職員の基準給料月額を定  

   め，当該額を基準として給料を計算する。（別表１，別表２）  

    (ﾁ) 勤務延長された職員および暫定再任用職員の給与に関する経過  
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   措置を定める。 

   ａ 本条例附則第２０項から第２６項までの規定は，改正前の函  

    館市職員の定年等に関する条例の規定により勤務延長された職  

    員であって，改正後の函館市職員の定年等に関する条例の規定  

    により勤務延長された職員には適用しない。 

   ｂ 暫定再任用職員（フルタイム勤務）の給料月額は，別表１ま  

    たは別表２の給料表の定年前再任用短時間勤務職員の項に掲げ  

    る額とする。 

      ｃ 暫定再任用短時間勤務職員の給料月額は，給料表の定年前再  

    任用短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額に，当該暫定再  

    任用短時間勤務職員の１週間当たりの勤務時間を常時勤務を要  

    する職員の１週間当たりの勤務時間で除して得た数を乗じて得 

    た額とする。 

   ｄ 暫定再任用短時間勤務職員は，定年前再任用短時間勤務職員  

    とみなして，改正後の給与条例第１３条第２項（通勤手当），  

    第１６条第２項（時間外勤務手当）および第２０条第２項（勤  

    務１時間当たりの給与額の算出）の規定を適用する。  

   ｅ 暫定再任用職員は，定年前再任用短時間勤務職員とみなして，  

    第２２条第３項（期末手当）の規定を適用する。  

   ｆ 暫定再任用職員が存置されている間の勤勉手当の総額の上限  

    は，定年前再任用短時間勤務職員との合計額とする。 

   ｇ 暫定再任用職員については，第３条の２第２項（新たに給料  

    表の適用を受ける職員となった号給の決定），同条第３項（職  

    務の級から他の職務の級に移った場合などにおける号給の決定), 

    第４条（昇給の基準），第１１条・第１２条（扶養手当），第  

    １２条の２（住居手当），第１２条の４（医師職の地域手当），  

    第１２条の５（初任給調整手当），第１３条の３（単身赴任手  

    当）および第２３条（寒冷地手当）の規定は，適用しない。  

   （改正条例附則第１５条） 
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 コ 第１０条関係 函館市企業職員の給与の種類および基準に関する 

  条例の一部改正   

  (ｱ) 地方公務員法の一部改正による「短時間勤務の職」の引用条項  

   の規定の整備を行う。（第２条） 

    (ｲ) 定年前再任用短時間勤務職員については，第５条（扶養手当），  

   第６条（住居手当），第６条の２第２号（医師または歯科医師で  

   ある職員の地域手当），第６条の３（初任給調整手当），第７条  

   の２（単身赴任手当），第９条（寒冷地手当）および第１５条（  

   退職手当）の規定は，適用しない。（第２４条） 

    (ｳ) 暫定再任用職員については，(ｲ) と同様とする。（改正条例附 

   則第１６条） 

 

  サ 第１１条関係 函館市職員退職手当条例の一部改正 

  (ｱ) 地方公務員法の一部改正に伴う規定の整備を行う。（第２条，  

   第４条，第５条） 

    (ｲ) 定年前早期退職者に対する退職手当の基本額に係る特例の規定  

   について，定年引上げ後においても，現行と同様に４５歳以上を  

   対象とする。（第５条の３） 

    (ｳ) 所要の規定の整備を行う。（第７条の４，第１６条） 

    (ｴ) 定年前に退職する意思を有する職員の募集等のうち，年齢別構  

   成の適正化を図ることを目的とする早期応募認定退職の対象者に  

   ついて，定年引上げ後においても，現行と同様に４５歳以上を対  

   象とする。（第１１条の２） 

    (ｵ) 定年前再任用短時間勤務職員について，退職後禁錮以上の刑に  

   処せられた場合等の退職手当の支給制限等に係る規定を整備する  

   もので，条例中の「再任用職員」の規定を「定年前再任用短時間  

   勤務職員」に改める。（第１７条，第１８条，第２０条）  

    (ｶ) 調整率を乗じる退職手当の基本額の計算について，附則第１７  

   項から附則第２５項までの規定を適用させる。（附則第２項）  

    (ｷ) 自己都合退職をし，かつ，その勤続期間が３５年を超え４３年  
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   未満である者に対する退職手当の基本額の計算について，附則第  

   ２０項の規定を適用させる。（附則第３項） 

    (ｸ) 定年延長後に２５年以上の期間勤続した者であって６０歳に達  

   した日以後に退職し，その勤続期間が３５年を超える者に対する  

   退職手当の基本額の計算について，勤続期間を３５年として計算 

   する。（附則第４項） 

    (ｹ) 当分の間，６０歳に達した日以後に退職した者については，定  

   年退職として，退職手当の基本額を計算する。（附則第１７項，  

   附則第１８項） 

    (ｺ) (ｹ) の規定は，保健福祉部において医療業務に従事する医師お  

   よび歯科医師には適用しない。（附則第１９項）  

    (ｻ) 一般職の職員の給与に関する条例附則第２０項の給料月額の７  

   割措置については，ピーク時特例（給料月額の減額改定以外の理  

   由により給料月額が減額されたことがある場合の退職手当の基本 

   額に係る特例）を適用する。（附則第２０項）  

    (ｼ) 「２５年以上勤続し，職員の年齢別構成の適正化を図ることを  

   目的とする応募認定により退職したもの」等に対する早期退職に  

   係る退職手当の基本額の割増しについて，定年延長前の対象期間  

   と同様の対象期間を設定するため，「定年」の規定を「定年延長  

   前の定年年齢」と読み替える。また，定年１年前以内の退職につ  

   いては，特例措置の割合が１００分の２に低くなるところ，６０  

   歳（医師等は６５歳）１年前以内の退職については，特例措置の 

   割合を１００分の３に維持する。（附則第２１項，第２２項）  

    (ｽ) (ｼ) の対象者および(ｾ) ａ～ｂの者に対する早期退職に係る退 

   職手当基本額の特例については，退職した日の年齢が４５歳（医  

   師等は５０歳）以上の者を対象とする。（附則第２３項）  

    (ｾ) 次の者に対する早期退職に係る退職手当基本額の割増しについ  

   て，６０歳（医師等は６５歳）に達する前に退職した場合は合計  

   １００分の３とし，６０歳（医師等は６５歳）に達した日以後に 

   退職した場合は合計１００分の２とする。 
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      ａ 地方公務員法第２８条第１項第４号（職制もしくは定数の改  

    廃または予算の減少により廃職または過員を生じた場合）に該  

    当し分限免職された者 

   ｂ 公務上の傷病または死亡により退職した者 

      （附則第２４項，第２５項） 

    (ｿ) 暫定再任用職員については，改正前の再任用職員と同様に本条  

   例が適用される職員から除く。（改正条例附則第１７条）  

 

 シ 第１２条関係 函館市職員等の旅費に関する条例の一部改正 

  (ｱ) 再任用短時間勤務制度を継承する定年前再任用短時間勤務制に  

   係る職員の内国旅行の旅費に関する規定を整備するもので，条例  

   中の「再任用短時間勤務職員」の規定を「定年前再任用短時間勤  

   務職員」に改める。（別表第１） 

    (ｲ) 暫定再任用短時間勤務職員については，定年前再任用短時間勤  

   務職員とみなして条例の規定を適用する。（改正条例附則第１８  

   条） 

 

  ス 第１３条関係 函館市立高等学校及び幼稚園教職員の懲戒の手続 

  及び効果に関する条例の一部改正  

    (ｱ) 減給処分は減給処分発令時の給料月額の１０分の１以下を減ず  

      ることとしているが，定年延長により６０歳に達した日後の最初  

   の４月１日から給料月額が７割水準に減額となることに伴い，処  

   分の適用される期間中に７割水準に減額となった場合には，その  

   時点から７割水準に減額後の給料月額の１０分の１に相当する額  

   を減ずるものとする。（第３条） 

 

  セ 第１４条関係 函館市職員の再任用に関する条例の廃止 

    (ｱ) 地方公務員法の一部を改正する法律により再任用制度が廃止さ  

   れることに伴い，本条例を廃止する。 
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(3) 条例の施行期日 

    令和５年４月１日（改正条例附則第１１条の規定は，公布の日）  
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函館市職員の定年等に関する条例 新旧対照表【第１条関係】 

現  行 改 正 案 

  

（新設） 目次 

 第１章 総則（第１条） 

第２章 定年制度（第２条～第５条） 

第３章 管理監督職勤務上限年齢制（第６条

～第８条） 

第４章 定年前再任用短時間勤務制（第９

条・第10条） 

第５章 雑則（第11条） 

附則 

  

（新設） 第１章 総則 

  

（趣旨） （趣旨） 

第１条 この条例は，地方公務員法（昭和25年

法律第261号）第28条の２第１項から第３項ま

でおよび第28条の３の規定に基づき，職員の

定年等に関し必要な事項を定めるものとす

る。 

第１条 この条例は，地方公務員法（昭和25年

法律第261号。以下「法」という。）第22条の

４第１項および第２項，第22条の５第１項，

第28条の２第１項，第２項および第４項，第

28条の６第１項から第３項までならびに第28

条の７の規定に基づき，職員の定年等に関し

必要な事項を定めるものとする。 

  

（新設） 第２章 定年制度 

  

（定年による退職） （定年による退職） 

第２条 職員は，定年に達したときは，定年に

達した日以後における最初の３月31日（以下

「定年退職日」という。）に退職する。 

第２条 （略） 

  

（定年） （定年） 

第３条 職員の定年は，年齢60年とする。ただ

し，保健福祉部，子ども未来部および病院局

において医療業務に従事する医師および歯科

医師の定年は，年齢65年とする。 

第３条 職員の定年は，年齢65年とする。 

（新設） ２ 前項の規定にかかわらず，保健福祉部にお

いて医療業務に従事する医師および歯科医師

の定年は，年齢70年とする。 

  

（定年による退職の特例） （定年による退職の特例） 

第４条 任命権者は，定年に達した職員が第２

条の規定により退職すべきこととなる場合に

おいて，次の各号のいずれかに該当すると認

めるときは，その職員に係る定年退職日の翌

日から起算して１年を超えない範囲内で期限

を定め，その職員を当該職務に従事させるた

め引き続いて勤務させることができる。 

第４条 任命権者は，定年に達した職員が第２

条の規定により退職すべきこととなる場合に

おいて，次に掲げる事由があると認めるとき

は，同条の規定にかかわらず，当該職員に係

る定年退職日の翌日から起算して１年を超え

ない範囲内で期限を定め，当該職員を当該定

年退職日において従事している職務に従事さ

せるため，引き続き勤務させることができ

る。 
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(1) 当該職務が高度の知識，技能または経験

を必要とするものであるため，その職員の

退職により公務の運営に著しい支障が生ず

るとき。 

(1) 当該職務が高度の知識，技能または経験

を必要とするものであるため，当該職員の

退職により生ずる欠員を容易に補充するこ

とができず公務の運営に著しい支障が生ず

ること。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条

件に特殊性があるため，その職員の退職に

よる欠員を容易に補充することができない

とき。 

(2) 当該職務に係る勤務環境その他の勤務条

件に特殊性があるため，当該職員の退職に

よる欠員を容易に補充することができず公

務の運営に著しい支障が生ずること。 

(3) 当該職務を担当する者の交替がその業務

の遂行上重大な障害となる特別の事情があ

るため，その職員の退職により公務の運営

に著しい支障が生ずるとき。 

(3) 当該職務を担当する者の交替が当該業務

の遂行上重大な障害となる特別の事情があ

るため，当該職員の退職により公務の運営

に著しい支障が生ずること。 

２ 任命権者は，前項の期限またはこの項の規

定により延長された期限が到来する場合にお

いて，前項の事由が引き続き存すると認める

ときは，市長の承認を得て，１年を超えない

範囲内で期限を延長することができる。ただ

し，その期限は，その職員に係る定年退職日

の翌日から起算して３年を超えることができ

ない。 

２ 任命権者は，前項の期限またはこの項の規

定により延長された期限が到来する場合にお

いて，前項各号に掲げる事由が引き続きある

と認めるときは，市長の承認を得て，これら

の期限の翌日から起算して１年を超えない範

囲内で期限を延長することができる。ただ

し，当該期限は，当該職員に係る定年退職日

の翌日から起算して３年を超えることができ

ない。 

３ 任命権者は，第１項の規定により職員を引

き続いて勤務させる場合または前項の規定に

より期限を延長する場合には，当該職員の同

意を得なければならない。 

３ 任命権者は，第１項の規定により職員を引

き続き勤務させる場合または前項の規定によ

り期限を延長する場合には，当該職員の同意

を得なければならない。 

４ 任命権者は，第１項の期限または第２項の

規定により延長された期限が到来する前に第

１項の事由が存しなくなつたと認めるとき

は，当該職員の同意を得て，期日を定めてそ

の期限を繰り上げて退職させることができ

る。 

４ 任命権者は，第１項の規定により引き続き

勤務することとされた職員および第２項の規

定により期限が延長された職員について，第

１項の期限または第２項の規定により延長さ

れた期限が到来する前に第１項各号に掲げる

事由がなくなつたと認めるときは，当該職員

の同意を得て，期日を定めて当該期限を繰り

上げるものとする。  

５ 前各項の規定を実施するために必要な手続

は，市長が定める。 

５ （略） 

  

（定年に関する施策の調査等） （定年に関する施策の調査等） 

第５条 市長は，職員の定年に関する事務の適

正な運営を確保するため，職員の定年に関す

る制度の実施に関する施策を調査研究し，そ

の権限に属する事務について適切な方策を講

ずるものとする。 

第５条 （略） 

  

（新設）    第３章 管理監督職勤務上限年齢制 

  

  （管理監督職勤務上限年齢制の対象となる管

理監督職） 

（新設） 第６条 法第28条の２第１項に規定する条例で

定める職は，一般職の職員の給与に関する条

例（昭和26年函館市条例第15号）第21条第１
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項，函館市企業職員の給与の種類および基準

に関する条例（昭和52年函館市条例第１号）

第４条または函館市立高等学校及び幼稚園教

育職員の給与，勤務時間その他の勤務条件に

関する条例（昭和39年函館市条例第17号）第

２条第１項もしくは第２項の規定により管理

職手当を支給される職員の職（保健福祉部お

よび病院局において医療業務に従事する医師

および歯科医師が占める職を除く。第８条第

２号および第３号において「管理監督職」と

いう。）とする。 

 

  （管理監督職勤務上限年齢） 

（新設） 第７条 法第28条の２第１項に規定する管理監

督職勤務上限年齢は，年齢60年とする。 

  

  （他の職への降任を行うに当たつて遵守すべ

き基準） 

（新設） 第８条 任命権者は，法第28条の２第１項本文

の規定による他の職への降任（第３号におい

て「他の職への降任」という。）を行うに当

たつては，法第13条，第15条，第23条の３，

第27条第１項および第56条に定めるもののほ

か，次に掲げる基準を遵守しなければならな

い。 

 (1) 当該職員の人事評価の結果または勤務の

状況および職務経験等に基づき，降任をし

ようとする職の属する職制上の段階の標準

的な職に係る法第15条の２第１項第５号に

規定する標準職務遂行能力および当該降任

をしようとする職についての適性を有する

と認められる職に，降任をすること。 

 

 (2) 人事の計画その他の事情を考慮した上

で，管理監督職以外の職のうちできる限り

上位の職制上の段階に属する職に，降任を

すること。 

  (3) 当該職員の他の職への降任をする際に，

当該職員が占めていた管理監督職が属する

職制上の段階より上位の職制上の段階に属

する管理監督職を占める職員（以下この号

において「上位職職員」という。）の他の

職への降任もする場合には，第１号に掲げ

る基準に従つた上での状況その他の事情を

考慮してやむを得ないと認められる場合を

除き，上位職職員の降任をした職が属する

職制上の段階と同じ職制上の段階または当

該職制上の段階より下位の職制上の段階に

属する職に，降任をすること。 

  

（新設）    第４章 定年前再任用短時間勤務制 
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 （定年前再任用短時間勤務職員の任用） 

（新設） 第９条 任命権者は，年齢60年に達した日以後

に退職（臨時的に任用される職員その他の法

律により任期を定めて任用される職員および

非常勤職員が退職する場合を除く。）をした

者（以下この条および次条第１項において

「年齢60年以上退職者」という。）を，従前

の勤務実績その他の規則で定める情報に基づ

く選考により，短時間勤務の職（当該職を占

める職員の１週間当たりの通常の勤務時間

が，常時勤務を要する職でその職務が当該短

時間勤務の職と同種の職を占める職員の１週

間当たりの通常の勤務時間に比し短い時間で

ある職をいう。以下この条および次条第１項

において同じ。）に採用することができる。

ただし，年齢60年以上退職者がその者を採用

しようとする短時間勤務の職に係る定年退職

日相当日（短時間勤務の職を占める職員が，

常時勤務を要する職でその職務が当該短時間

勤務の職と同種の職を占めているものとした

場合における定年退職日をいう。）を経過し

た者であるときは，この限りでない。 

 

（新設） 第10条 任命権者は，前条本文の規定によるほ

か，市が加入する地方公共団体の組合（地方

自治法（昭和22年法律第67号）第284条第１項

の地方公共団体の組合をいう。）の年齢60年

以上退職者を，従前の勤務実績その他の規則

で定める情報に基づく選考により，短時間勤

務の職に採用することができる。 

２ 前項の場合においては，前条ただし書の規

定を準用する。 

  

（新設）    第５章 雑則 

  

（新設） 第11条 この条例の実施に関し必要な事項は，

規則で定める。 

  

   附 則 

 

１～３ （略） 

   附 則 

 

１～３ （略） 

  

 （定年に関する経過措置） 

（新設） ４ 令和５年４月１日から令和13年３月31日ま

での間における第３条第１項の規定の適用に

ついては，次の表の左欄に掲げる期間の区分

に応じ，同項中「65年」とあるのは，それぞ

れ同表の右欄に掲げる字句とする。 
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 令和５年４月１日から令和７年３月31

日まで 

61年 

令和７年４月１日から令和９年３月31

日まで 

62年 

令和９年４月１日から令和11年３月31

日まで 

63年 

令和11年４月１日から令和13年３月31

日まで 

64年 

 

  

（新設） ５ 令和５年４月１日から令和13年３月31日ま

での間において，函館市職員の定年等に関す

る条例等の一部を改正する等の条例（令和４

年函館市条例第  号。以下「令和４年改正

条例」という。）第１条の規定による改正前

の第３条ただし書に規定する職員であつて，

第３条第１項の規定を適用する職員について

は，前項の規定は，適用しない。 

  

（新設） ６ 令和５年４月１日から令和13年３月31日ま

での間において，令和４年改正条例第１条の

規定による改正前の第３条ただし書に規定す

る職員（病院局において医療業務に従事する

医師および歯科医師を除く。）に対する第３

条第２項の規定の適用については，次の表の

左欄に掲げる期間の区分に応じ，同項中「70

年」とあるのは，それぞれ同表の右欄に掲げ

る字句とする。 

 

令和５年４月１日から令和７年３月31

日まで 

66年 

令和７年４月１日から令和９年３月31

日まで 

67年 

令和９年４月１日から令和11年３月31

日まで 

68年 

令和11年４月１日から令和13年３月31

日まで 

69年 

 

 

 

（新設） 

 

（情報の提供および勤務の意思の確認） 

７ 任命権者は，当分の間，職員（臨時的に任

用される職員その他の法律により任期を定め

て任用される職員，非常勤職員，第３条第２

項に規定する職員および令和４年改正条例第

１条の規定による改正前の第３条ただし書に

規定する職員を除く。以下同じ。）が年齢60

年に達する日の属する年度の前年度（以下

「情報の提供および勤務の意思の確認を行う

べき年度」という。）（情報の提供および勤

務の意思の確認を行うべき年度に職員でなか

つた者で，当該情報の提供および勤務の意思
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の確認を行うべき年度の末日後に採用された

職員（異動等により情報の提供および勤務の

意思の確認を行うべき年度の末日を経過する

こととなつた職員（以下「末日経過職員」と

いう。）を除く。）にあつては当該職員が採

用された日から同日の属する年度の末日まで

の期間，末日経過職員にあつては当該職員の

異動等の日が属する年度（当該日が年度の初

日である場合は，当該年度の前年度））にお

いて，当該職員に対し，当該職員が年齢60年

に達する日以後に適用される任用および給与

に関する措置の内容その他の必要な情報を提

供するものとするとともに，同日の翌日以後

における勤務の意思を確認するよう努めるも

のとする。 
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職員の分限に関する条例 新旧対照表【第２条関係】 
 

現 行 改 正 案 

  

 （降格の事由）  （降格の事由） 

第１条の４ 任命権者は，職員が降任された場合

のほか，次の各号のいずれかに掲げる事由に該

当する場合において，必要があると認めるとき

は，当該職員を降格するものとする。この場合

において，第２号の規定により職員のうちいず

れを降格させるかは，任命権者が，勤務成績，

勤務年数その他の事実に基づき，公正に判断し

て定めるものとする。 

第１条の４ 任命権者は，職員が降任により現に

属する職務の級より同一の給料表の下位の職務

の級に分類されている職務を遂行することとな

つた場合のほか，次の各号のいずれかに掲げる

事由に該当し，必要があると認める場合は，当

該職員を降格するものとする。この場合におい

て，第２号の規定により職員のうちいずれを降

格させるかは，任命権者が，勤務成績，勤務年

数その他の事実に基づき，公正に判断して定め

るものとする。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

  

 （降任，免職，休職および降給の基準および手

続） 

 （降任，免職，休職および降給の基準および手

続） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 職員の意に反する降任，免職，休職および降

給の処分は，その旨を記載した書面を当該職員

に交付して行わなければならない。 

５ （略） 

  

 （条件付採用期間中の職員の特例） 

第７条 （略） 

２ （略） 

３ 任命権者は，第１項の職員が降任された場合

のほか，次の各号のいずれかに掲げる事由に該

当する場合において，必要があると認めるとき

は，いつでも当該職員を降格することができ

る。 

 

 (1)・(2) （略） 

４ （略） 

 （条件付採用期間中の職員の特例） 

第７条 （略） 

２ （略） 

３ 任命権者は，第１項の職員が降任により，現

に属する職務の級より同一の給料表の下位の職

務の級に分類されている職務を遂行することと

なつた場合のほか，次の各号のいずれかに掲げ

る事由に該当し，必要があると認める場合は，

いつでも当該職員を降格することができる。 

 (1)・(2) （略） 

４ （略） 

  

   附 則    附 則 

 

１～３ （略） １～３ （略） 

 

                 （新設） ４ 一般職の職員の給与に関する条例（昭和26年

函館市条例第15号）附則第20項の規定の適用を

受ける職員に対する第１条の３の規定の適用に

ついては，当分の間，同条中「とする」とある

のは，「ならびに一般職の職員の給与に関する

条例（昭和26年函館市条例第15号）附則第20項

の規定による降給とする」とする。 

 

                 （新設） ５ 第２条第５項の規定は，一般職の職員の給与
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に関する条例附則第20項の規定による降給の場

合には，適用しない。この場合において，同項

の規定の適用を受ける職員には，市長が別に定

めるところにより，同項の規定の適用により給

料月額が異動することとなつた旨の通知を行う

ものとする。 
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職員の懲戒に関する条例 新旧対照表【第３条関係】 
 

現 行 改 正 案 

  

 （減給の効果）  （減給の効果） 

第３条 減給は，６月以内の範囲で給料（法第

22条の２第１項第１号に掲げる職員につい

ては，報酬（給料に相当する報酬に限る。））

の10分の１以下を減ずるものとする。 

第３条 減給は，１日以上６月以下の期間，そ

の発令の日に受ける給料（法第22条の２第１

項第１号に掲げる職員については，報酬（給

料に相当する報酬に限る。））の10分の１以

下を減ずるものとする。この場合において，

その減ずる額が現に受ける給料の 10分の１

に相当する額を超えるときは，当該額を減ず

るものとする。 
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公益的法人等への函館市職員の派遣等に関する条例 新旧対照表【第４条関係】 

現 行 改 正 案 

  

（職員の派遣） （職員の派遣） 

第２条 （略） 第２条 （略） 

２ 法第２条第１項に規定する条例で定める

職員は，次に掲げる職員とする。 

２ （略） 

(1) 臨時的に任用されている職員その他の

法律により任期を定めて任用されている

職員（地方公務員法（昭和25年法律第261

号）第28条の４第１項または第28条の６

第１項の規定により採用されている職員

を除く。） 

(1) 臨時的に任用されている職員その他の

法律により任期を定めて任用されている

職員 

(2) 非常勤職員 (2) （略） 

(3) 地方公務員法第22条に規定する条件付

採用になっている職員（規則で定める職

員を除く。） 

(3) 地方公務員法（昭和25年法律第261号）

第22条に規定する条件付採用になってい

る職員（規則で定める職員を除く。） 

(4)・(5) （略） (4)・(5) （略） 

３ （略） ３ （略） 

  

 （退職派遣者としない職員）  （退職派遣者としない職員） 

第11条 法第10条第１項に規定する条例で定

める職員は，第２条第２項各号に掲げる職

員とする。 

第11条 （略） 
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職員の勤務時間に関する条例 新旧対照表【第５条関係】 

現 行 改 正 案 

  

（勤務時間） （勤務時間） 

第２条 職員の勤務時間は，休憩時間を除き，

１週間当たり38時間45分を下らず，40時間

を超えない範囲内において，規則で定める。 

第２条 （略） 

２ 地方公務員法第28条の４第１項，第28条

の５第１項または第28条の６第１項もしく

は第２項の規定により採用された職員で同

法第28条の５第１項に規定する短時間勤務

の職を占めるもの（以下「再任用短時間勤

務職員」という。）の勤務時間は，前項の

規定にかかわらず，休憩時間を除き，１週

間当たり15時間30分から31時間までの範囲

内で，任命権者が定める。 

２ 地方公務員法第22条の４第１項または第

22条の５第１項の規定により採用された職

員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」と

いう。）の勤務時間は，前項の規定にかかわ

らず，休憩時間を除き，１週間当たり15時間

30分から31時間までの範囲内で，任命権者が

定める。 

３ 任命権者は，職員（再任用短時間勤務職

員を除く。）の勤務条件の特殊性その他の

事由により，第１項に規定する勤務時間に

より難いと認める場合には，市長の承認を

得て，同項に規定する時間の範囲内におい

て，規則で定められた勤務時間を変更する

ことができる。 

３ 任命権者は，職員（定年前再任用短時間勤

務職員を除く。）の勤務条件の特殊性その他

の事由により，第１項に規定する勤務時間に

より難いと認める場合には，市長の承認を得

て，同項に規定する時間の範囲内において，

規則で定められた勤務時間を変更すること

ができる。 

４ 職務の性質により第１項または第２項に

規定する勤務時間の最高限を超えて勤務す

ることを必要とする職員の勤務時間につい

ては，任命権者が市長の承認を得て定める。 

４ （略） 

５ 日曜日および土曜日は，勤務を要しない

日とする。ただし，任命権者は，再任用短

時間勤務職員については，これらの日に加

えて，月曜日から金曜日までの５日間にお

いて，勤務を要しない日を設けることがで

きる。 

５ 日曜日および土曜日は，勤務を要しない日

とする。ただし，任命権者は，定年前再任用

短時間勤務職員については，これらの日に加

えて，月曜日から金曜日までの５日間におい

て，勤務を要しない日を設けることができ

る。 

６ 第１項から第４項までの規定による勤務

時間は，規則の定めるところにより，月曜

日から金曜日までの５日間において，任命

権者がその割振りを行うものとする。ただ

し，再任用短時間勤務職員については，１

週間ごとの期間について，１日につき規則

で定める時間を超えない範囲内で勤務時間

を割り振るものとする。 

６ 第１項から第４項までの規定による勤務

時間は，規則の定めるところにより，月曜日

から金曜日までの５日間において，任命権者

がその割振りを行うものとする。ただし，定

年前再任用短時間勤務職員については，１週

間ごとの期間について，１日につき規則で定

める時間を超えない範囲内で勤務時間を割

り振るものとする。 

７・８ （略） ７・８ （略） 
  

（非常勤職員の勤務時間） （非常勤職員の勤務時間） 

第８条 非常勤職員（再任用短時間勤務職員

を除く。）の勤務時間については，第２条

から前条までの規定にかかわらず，その職

務の性質等を考慮して，規則で定める基準

に従い，任命権者が別に定める。 

第８条 非常勤職員（定年前再任用短時間勤務

職員を除く。）の勤務時間については，第２

条から前条までの規定にかかわらず，その職

務の性質等を考慮して，規則で定める基準に

従い，任命権者が別に定める。 
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職員の休日および休暇に関する条例 新旧対照表【第６条関係】 

現 行 改 正 案 

  

（年次休暇） （年次休暇） 

第５条 年次休暇は，１年度について，４月１

日に在職する職員に対しては20日（地方公務

員法第28条の４第１項，第28条の５第１項ま

たは第28条の６第１項もしくは第２項の規

定により採用された職員で同法第28条の５

第１項に規定する短時間勤務の職を占める

もの（第３項および第８条において「再任用

短時間勤務職員」という。）にあっては，そ

の者の勤務時間等を考慮し20日を超えない

範囲内で規則で定める日数）を，４月２日以

後新たに採用された職員に対しては規則で

定める日数を与えるものとする。 

第５条 年次休暇は，１年度について，４月１

日に在職する職員に対しては20日（地方公務

員法第22条の４第１項または第 22条の５第

１項の規定により採用された職員（第３項お

よび第８条において「定年前再任用短時間勤

務職員」という。）にあっては，その者の勤

務時間等を考慮し 20日を超えない範囲内で

規則で定める日数）を，４月２日以後新たに

採用された職員に対しては規則で定める日

数を与えるものとする。 

２ 年次休暇は，職員が請求したときに与え

る。ただし，公務に支障があると認めるとき

は，他の時期に与えることができる。 

２ （略） 

３ 年次休暇は，１日，半日または１時間（再

任用短時間勤務職員にあっては，１日または

１時間）を単位として与えるものとする。 

３ 年次休暇は，１日，半日または１時間（定

年前再任用短時間勤務職員にあっては，１日

または１時間）を単位として与えるものとす

る。 

  

（非常勤職員の休日および休暇） （非常勤職員の休日および休暇） 

第８条 非常勤職員（再任用短時間勤務職員を

除く。）の休日および休暇については，第２

条から前条までの規定にかかわらず，その職

務の性質等を考慮して，規則で定める基準に

従い，任命権者が別に定める。 

第８条 非常勤職員（定年前再任用短時間勤務

職員を除く。）の休日および休暇については，

第２条から前条までの規定にかかわらず，そ

の職務の性質等を考慮して，規則で定める基

準に従い，任命権者が別に定める。 
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職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表【第７条関係】 

現 行 改 正 案 

  

（部分休業をすることができない職員） （部分休業をすることができない職員） 

第17条の２ 法第19条第１項の条例で定める

職員は，勤務日の日数および勤務日ごとの

勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職

員以外の非常勤職員（地方公務員法第28条

の４第１項，第28条の５第１項または第28

条の６第１項もしくは第２項の規定により

採用された職員で同法第28条の５第１項に

規定する短時間勤務の職を占めるもの（次

条第１項において「再任用短時間勤務職員」

という。）を除く。）とする。 

第17条の２ 法第19条第１項の条例で定める

職員は，勤務日の日数および勤務日ごとの

勤務時間を考慮して規則で定める非常勤職

員以外の非常勤職員（地方公務員法第22条

の４第１項に規定する短時間勤務の職を占

めるもの（次条第１項において「短時間勤

務職員」という。）を除く。）とする。  

  

（部分休業の承認） （部分休業の承認） 

第18条 部分休業（法第19条第１項に規定す

る部分休業をいう。以下同じ。）の承認は，

正規の勤務時間（非常勤職員（再任用短時

間勤務職員を除く。以下この条において同

じ。）にあっては，当該非常勤職員につい

て定められた勤務時間）の始めまたは終わ

りにおいて，30分を単位として行うものと

する。 

第18条 部分休業（法第19条第１項に規定す

る部分休業をいう。以下同じ。）の承認は，

正規の勤務時間（非常勤職員（短時間勤務

職員を除く。以下この条において同じ。）

にあっては，当該非常勤職員について定め

られた勤務時間）の始めまたは終わりにお

いて，30分を単位として行うものとする。 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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函館市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例 新旧対照表【第８条関係】 

 

現 行 改 正 案 

  

（報告事項） （報告事項） 

第３条 任命権者が前条の規定により報告し

なければならない事項は，職員（臨時的に

任用された職員および非常勤職員（法第28

条の５第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員および法第22条の２第１項第２

号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

第３条 任命権者が前条の規定により報告し

なければならない事項は，職員（臨時的に

任用された職員および非常勤職員（法第22

条の４第１項に規定する短時間勤務の職を

占める職員および法第22条の２第１項第２

号に掲げる職員を除く。）を除く。以下同

じ。）に係る次に掲げる事項とする。 

(1)～(11) （略） (1)～(11) （略） 
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一般職の職員の給与に関する条例 新旧対照表【第９条関係】 

 

現 行 改 正 案 

  

（給料決定の基準） （給料決定の基準） 

第３条の２ 職員の職務の級は，市長が別に

定める基準に従い決定する。 

第３条の２ （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 地方公務員法第28条の４第１項，第28条

の５第１項または第28条の６第１項もしく

は第２項の規定により採用された職員（以

下「再任用職員」という。）の給料月額は，

行政職給料表の再任用職員の項に掲げる給

料月額とする。 

４ 地方公務員法第22条の４第１項または第

22条の５第１項の規定により採用された職

員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」

という。）の給料月額は，当該定年前再任

用短時間勤務職員に適用される行政職給料

表または技能労務職給料表の定年前再任用

短時間勤務職員の項に掲げる基準給料月額

に，勤務時間条例第２条第２項の規定によ

り定められた当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤務時間を同条第１項に規定する勤

務時間で除して得た数を乗じて得た額とす

る。 

５ 再任用職員で地方公務員法第28条の５第

１項に規定する短時間勤務の職を占めるも

の（以下「再任用短時間勤務職員」という。）

の給料月額は，前項の規定にかかわらず，

同項の規定による給料月額に，勤務時間条

例第２条第２項の規定により定められたそ

の者の勤務時間を同条第１項に規定する勤

務時間で除して得た数を乗じて得た額とす

る。 

（削る） 

  

（昇給の基準） （昇給の基準） 

第４条 職員の昇給は，規則で定める日に，

同日前において規則で定める日以前１年間

におけるその者の勤務成績に応じて，行う

ものとする。この場合において，同日の翌

日から昇給を行う日の前日までの間に当該

職員が地方公務員法第29条の規定による懲

戒処分を受けたことその他これに準ずるも

のとして規則で定める事由に該当したとき

は，これらの事由を併せて考慮するものと

する。 

第４条 職員の昇給は，規則で定める日に，

同日前において規則で定める日以前１年間

における当該職員の勤務成績に応じて，行

うものとする。この場合において，同日の

翌日から昇給を行う日の前日までの間に当

該職員が地方公務員法第29条の規定による

懲戒処分を受けたことその他これに準ずる

ものとして規則で定める事由に該当したと

きは，これらの事由を併せて考慮するもの

とする。 

２ （略） ２ （略） 

３ 55歳（医師職給料表の適用を受ける職員

にあつては，57歳）を超える職員の第１項

の規定による昇給は，同項前段に規定する

期間におけるその者の勤務成績が極めて良

好または特に良好であり，かつ，同項後段

の規定の適用を受けない場合に限り行うも

のとし，昇給させる場合の昇給の号給数は，

３ 55歳（医師職給料表の適用を受ける職員

にあつては，57歳）を超える職員の第１項

の規定による昇給は，同項前段に規定する

期間における当該職員の勤務成績が極めて

良好または特に良好であり，かつ，同項後

段の規定の適用を受けない場合に限り行う

ものとし，昇給させる場合の昇給の号給数
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勤務成績に応じて規則で定める基準に従い

決定するものとする。 

は，勤務成績に応じて規則で定める基準に

従い決定するものとする。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

  

（通勤手当） （通勤手当） 

第13条 通勤手当は，次に掲げる職員に支給

する。 

第13条 （略） 

(1) 通勤のため交通機関を利用して，その

運賃または料金（以下「運賃等」という。）

を負担することを常例とする職員（交通

機関を利用しなければ通勤することが著

しく困難である職員以外の職員であつ

て，交通機関を利用しないで徒歩により

通勤するものとした場合の通勤距離が片

道２キロメートル未満であるものおよび

第３号に掲げる職員を除く。） 

(1) 通勤のため交通機関を利用して，その

運賃または料金（第３号および次項第１

号において「運賃等」という。）を負担

することを常例とする職員（交通機関を

利用しなければ通勤することが著しく困

難である職員以外の職員であつて，交通

機関を利用しないで徒歩により通勤する

ものとした場合の通勤距離が片道２キロ

メートル未満であるものおよび第３号に

掲げる職員を除く。） 

(2) 通勤のため自動車その他の交通用具で

市長が別に定めるもの（以下「自動車等」

という。）を利用することを常例とする

職員（自動車等を使用しなければ通勤す

ることが著しく困難である職員以外の職

員であつて自動車等を使用しないで徒歩

により通勤するものとした場合の通勤距

離が片道２キロメートル未満であるもの

および次号に掲げる職員を除く。） 

(2) 通勤のため自動車その他の交通の用具

で市長が別に定めるもの（以下この条に

おいて「自動車等」という。）を使用す

ることを常例とする職員（自動車等を使

用しなければ通勤することが著しく困難

である職員以外の職員であつて自動車等

を使用しないで徒歩により通勤するもの

とした場合の通勤距離が片道２キロメー

トル未満であるものおよび次号に掲げる

職員を除く。） 

(3) 通勤のため交通機関等を利用してその

運賃等を負担し，かつ，自動車等を使用

することを常例とする職員（交通機関等

を利用し，または自動車等を使用しなけ

れば通勤することが著しく困難である職

員以外の職員であつて，交通機関等を利

用せず，かつ，自動車等を使用しないで

徒歩により通勤するものとした場合の通

勤距離が片道２キロメートル未満である

ものを除く。） 

(3) 通勤のため交通機関を利用してその運

賃等を負担し，かつ，自動車等を使用す

ることを常例とする職員（交通機関を利

用し，または自動車等を使用しなければ

通勤することが著しく困難である職員以

外の職員であつて，交通機関を利用せず，

かつ，自動車等を使用しないで徒歩によ

り通勤するものとした場合の通勤距離が

片道２キロメートル未満であるものを除

く。） 

２ 通勤手当の額は，次の各号に掲げる職員

の区分に応じ，当該各号に定める額とする。 

２ （略） 

(1) 前項第１号に掲げる職員 支給単位期

間につき，規則で定めるところにより算

出したその者の支給単位期間の通勤に要

する運賃等の額に相当する額（以下「運

賃等相当額」という。）。ただし，運賃

等相当額を支給単位期間の月数で除して

得た額（以下「１箇月当たりの運賃等相

当額」という。）が５万5,000円を超える

ときは，支給単位期間につき，５万5,000

円に支給単位期間の月数を乗じて得た額

（その者が２以上の交通機関等を利用す

(1) 前項第１号に掲げる職員 支給単位期

間につき，規則で定めるところにより算

出した当該職員の支給単位期間の通勤に

要する運賃等の額に相当する額（以下こ

の号において「運賃等相当額」という。）。

ただし，運賃等相当額を支給単位期間の

月数で除して得た額（以下この号および

第３号において「１箇月当たりの運賃等

相当額」という。）が５万5,000円を超え

るときは，支給単位期間につき，５万

5,000円に支給単位期間の月数を乗じて
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るものとして当該運賃等の額を算出する

場合において，１箇月当たりの運賃等相

当額の合計額が５万 5,000円を超えると

きは，その者の通勤手当に係る支給単位

期間のうち最も長い支給単位期間につ

き，５万5,000円に当該支給単位期間の月

数を乗じて得た額） 

得た額（当該職員が２以上の交通機関を

利用するものとして当該運賃等の額を算

出する場合において，１箇月当たりの運

賃等相当額の合計額が５万 5,000円を超

えるときは，当該職員の通勤手当に係る

支給単位期間のうち最も長い支給単位期

間につき，５万5,000円に当該支給単位期

間の月数を乗じて得た額） 

(2) 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる

職員の区分に応じ，支給単位期間につき，

それぞれ次に定める額（再任用短時間勤

務職員のうち，支給単位期間当たりの通

勤回数を考慮して規則で定める職員にあ

つては，その額から，その額に規則で定

める割合を乗じて得た額を減じた額） 

(2) 前項第２号に掲げる職員 次に掲げる

職員の区分に応じ，支給単位期間につき，

それぞれ次に定める額（定年前再任用短

時間勤務職員のうち，支給単位期間当た

りの通勤回数を考慮して規則で定める職

員にあつては，その額から，その額に規

則で定める割合を乗じて得た額を減じた

額） 

ア～ス （略）  ア～ス （略） 

(3) 前項第３号に掲げる職員 交通機関等

を利用せず，かつ，自動車等を使用しな

いで徒歩により通勤するものとした場合

の通勤距離，交通機関等の利用距離，自

動車等の使用距離等の事情を考慮して規

則で定める区分に応じ，前２号に定める

額（１箇月当たりの運賃等相当額および

前号に定める額の合計額が５万 5,000円

を超えるときは，その者の通勤手当に係

る支給単位期間のうち最も長い支給単位

期間につき，５万5,000円に当該支給単位

期間の月数を乗じて得た額），第１号に

定める額または前号に定める額 

(3) 前項第３号に掲げる職員 交通機関を

利用せず，かつ，自動車等を使用しない

で徒歩により通勤するものとした場合の

通勤距離，交通機関の利用距離，自動車

等の使用距離等の事情を考慮して規則で

定める区分に応じ，前２号に定める額（１

箇月当たりの運賃等相当額および前号に

定める額の合計額が５万 5,000円を超え

るときは，当該職員の通勤手当に係る支

給単位期間のうち最も長い支給単位期間

につき，５万5,000円に当該支給単位期間

の月数を乗じて得た額），第１号に定め

る額または前号に定める額 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

（時間外勤務手当） （時間外勤務手当） 

第16条 正規の勤務時間外に勤務を命ぜられ

た職員には，正規の勤務時間外に勤務した

全時間に対して，勤務１時間につき，第20

条第２項および第３項に規定する勤務１時

間当たりの給与額に正規の勤務時間外にし

た次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

100分の125から100分の150までの範囲内で

市長が定める割合（その勤務が午後10時か

ら翌日の午前５時までの間である場合は，

その割合に100分の25を加算した割合）を乗

じて得た額を時間外勤務手当として支給す

る。 

第16条 正規の勤務時間外に勤務を命ぜられ

た職員には，正規の勤務時間外に勤務した

全時間に対して，勤務１時間につき，第20

条第２項および第３項に規定する勤務１時

間当たりの給与額に正規の勤務時間外にし

た次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

100分の125から100分の150までの範囲内で

市長が定める割合（その勤務が午後10時か

ら翌日の午前５時までの間である場合に

は，その割合に100分の25を加算した割合）

を乗じて得た額を時間外勤務手当として支

給する。 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

２ 再任用短時間勤務職員が，正規の勤務時

間が割り振られた日において，正規の勤務

時間外にした勤務のうち，その勤務の時間

とその勤務をした日における正規の勤務時

２ 定年前再任用短時間勤務職員が，正規の

勤務時間が割り振られた日において，正規

の勤務時間外にした勤務のうち，その勤務

の時間とその勤務をした日における正規の
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間との合計が規則で定める時間に達するま

での間の勤務に対する前項の規定の適用に

ついては，同項中「正規の勤務時間外にし

た次に掲げる勤務の区分に応じてそれぞれ

100分の125から100分の150までの範囲内で

市長が定める割合」とあるのは，「100分の

100」とする。 

勤務時間との合計が規則で定める時間に達

するまでの間の勤務に対する前項の規定の

適用については，同項中「正規の勤務時間

外にした次に掲げる勤務の区分に応じてそ

れぞれ100分の125から100分の150までの範

囲内で市長が定める割合」とあるのは，

「100分の100」とする。 

３ （略） ３ （略） 

４ 正規の勤務時間外に勤務を命ぜられ，正

規の勤務時間外にした勤務（勤務時間条例

第２条第５項，第７項および第８項の規定

に基づく勤務を要しない日における勤務の

うち市長が定めるものを除く。）の時間（以

下この条において「正規の勤務時間外の時

間」という。）と，勤務時間条例第２条第

８項の規定により割振り変更前の正規の勤

務時間を超えて勤務することを命ぜられ，

割振り変更前の正規の勤務時間を超えてし

た勤務の時間（規則で定める時間を除く。

以下この条において「割振り変更前の正規

の勤務時間を超える時間」という。）との

合計が１箇月について60時間を超えた職員

には，その60時間を超えて勤務した全時間

に対して，第１項（第２項の規定により読

み替えて適用する場合を含む。）および前

項の規定にかかわらず，勤務１時間につき，

第20条第２項に規定する勤務１時間当たり

の給与額に，正規の勤務時間外の時間にあ

つては100分の150（その勤務が午後10時か

ら翌日の午前５時までの間である場合は，

100分の175）を，割振り変更前の正規の勤

務時間を超える時間にあつては100分の50

を乗じて得た額を時間外勤務手当として支

給する。 

４ 正規の勤務時間外に勤務を命ぜられ，正

規の勤務時間外にした勤務（勤務時間条例

第２条第５項，第７項および第８項の規定

に基づく勤務を要しない日における勤務の

うち市長が定めるものを除く。）の時間（以

下この条において「正規の勤務時間外の時

間」という。）と，勤務時間条例第２条第

８項の規定により割振り変更前の正規の勤

務時間を超えて勤務することを命ぜられ，

割振り変更前の正規の勤務時間を超えてし

た勤務の時間（規則で定める時間を除く。

以下この条において「割振り変更前の正規

の勤務時間を超える時間」という。）との

合計が１箇月について60時間を超えた職員

には，その60時間を超えて勤務した全時間

に対して，第１項および前項の規定にかか

わらず，勤務１時間につき，第20条第２項

に規定する勤務１時間当たりの給与額に，

正規の勤務時間外の時間にあつては100分

の150（その勤務が午後10時から翌日の午前

５時までの間である場合には，100分の175）

を，割振り変更前の正規の勤務時間を超え

る時間にあつては100分の50を乗じて得た

額を時間外勤務手当として支給する。 

 

５ 勤務時間条例第５条第１項に規定する時

間外勤務代休時間を指定された場合におい

て，当該時間外勤務代休時間に職員が勤務

しなかつたときは，前項に規定する60時間

を超えて勤務した全時間のうち当該時間外

勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤

務手当の支給に係る時間に対しては，当該

時間１時間につき，第20条第２項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額に，正規の勤

務時間外の時間にあつては100分の150（そ

の時間が午後10時から翌日の午前５時まで

の間である場合は，100分の175）から第１

項に規定する市長が定める割合（その時間

が午後10時から翌日の午前５時までの間で

ある場合は，その割合に100分の25を加算し

た割合）を減じた割合を，割振り変更前の

５ 勤務時間条例第５条第１項に規定する時

間外勤務代休時間を指定された場合におい

て，当該時間外勤務代休時間に職員が勤務

しなかつたときは，前項に規定する60時間

を超えて勤務した全時間のうち当該時間外

勤務代休時間の指定に代えられた時間外勤

務手当の支給に係る時間に対しては，当該

時間１時間につき，第20条第２項に規定す

る勤務１時間当たりの給与額に，正規の勤

務時間外の時間にあつては100分の150（そ

の時間が午後10時から翌日の午前５時まで

の間である場合には，100分の175）から第

１項に規定する市長が定める割合（その時

間が午後10時から翌日の午前５時までの間

である場合には，その割合に100分の25を加

算した割合）を減じた割合を，割振り変更
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正規の勤務時間を超える時間にあつては

100分の50から100分の25を減じた割合を乗

じて得た額の時間外勤務手当を支給するこ

とを要しない。 

前の正規の勤務時間を超える時間にあつて

は100分の50から100分の25を減じた割合を

乗じて得た額の時間外勤務手当を支給する

ことを要しない。 

６ （略） ６ （略） 

  

（勤務１時間当たりの給与額の算出） （勤務１時間当たりの給与額の算出） 

第20条 （略） 第20条 （略） 

２ 第16条，第18条および第19条に規定する

勤務１時間当たりの給与額は，給料の月額

およびこれに対する地域手当の月額，初任

給調整手当の月額ならびに寒冷地手当の月

額の合計額に12を乗じ，その額を１週間当

たりの勤務時間に52を乗じたものから当該

年度の休日休暇条例第２条第１項本文の規

定による休日（その日が日曜日または土曜

日に当たる日を除く。）の日数に７時間45

分（再任用短時間勤務職員にあつては，勤

務時間条例第２条第２項の規定により定め

られた勤務時間を５で除した時間）を乗じ

た時間を減じたもので除して得た額とす

る。 

２ 第16条，第18条および第19条に規定する

勤務１時間当たりの給与額は，給料の月額

およびこれに対する地域手当の月額，初任

給調整手当の月額ならびに寒冷地手当の月

額の合計額に12を乗じ，その額を１週間当

たりの勤務時間に52を乗じたものから当該

年度の休日休暇条例第２条第１項本文の規

定による休日（その日が日曜日または土曜

日に当たる日を除く。）の日数に７時間45

分（定年前再任用短時間勤務職員にあつて

は，勤務時間条例第２条第２項の規定によ

り定められた勤務時間を５で除した時間）

を乗じた時間を減じたもので除して得た額

とする。 

３ （略） ３ （略） 

  

（期末手当） （期末手当） 

第22条 期末手当は，６月１日および12月１

日（以下この条から第22条の３までおよび

附則第 13項第３号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対して，それぞれ基準日の属する月

の市長が定める日（次条および第22条の３

においてこれらの日を「支給日」という。）

に支給する。これらの基準日前１箇月以内

に退職し，または死亡した職員（第９条第

６項の規定の適用を受ける職員を除く。）

についても，同様とする。 

第22条 期末手当は，６月１日および12月１

日（以下この条から第22条の３までおよび

附則第 13項第３号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対して，それぞれ基準日の属する月

の市長が定める日（次条および第22条の３

第１項においてこれらの日を「支給日」と

いう。）に支給する。これらの基準日前１

箇月以内に退職し，または死亡した職員（第

９条第６項の規定の適用を受ける職員を除

く。）についても，同様とする。 

２ 期末手当の額は，期末手当基礎額に100分

の120を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が７級以上で

あるものおよび医師職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が５級であるもの

（第 22条の４および附則第 16項において

「特定管理職員」という。）にあつては，

100分の100を乗じて得た額）に，基準日以

前６箇月以内の期間におけるその者の在職

期間の次の各号に掲げる区分に応じ，当該

各号に定める割合を乗じて得た額とする。 

２ 期末手当の額は，期末手当基礎額に100分

の120を乗じて得た額（行政職給料表の適用

を受ける職員でその職務の級が７級以上で

あるものおよび医師職給料表の適用を受け

る職員でその職務の級が５級であるもの

（第22条の４第２項第１号および附則第16

項において「特定管理職員」という。）に

あつては，100分の100を乗じて得た額）に，

基準日以前６箇月以内の期間における当該

職員の在職期間の次の各号に掲げる区分に

応じ，当該各号に定める割合を乗じて得た

額とする。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

３ 再任用職員に対する前項の規定の適用に ３ 定年前再任用短時間勤務職員に対する前
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ついては，同項中「100分の120」とあるの

は「100分の67.5」とする。 

項の規定の適用については，同項中「100分

の120」とあるのは，「100分の67.5」とす

る。 

４・５ （略） ４・５ （略） 

  

（勤勉手当） （勤勉手当） 

第22条の４ 勤勉手当は，６月１日および12

月１日（以下この項から第３項までおよび

附則第 13項第４号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対し，その者の基準日以前における

直近の人事評価の結果および基準日以前６

箇月以内の期間における勤務の状況に応じ

て，それぞれ基準日の属する月の市長が定

める日に支給する。これらの基準日前１箇

月以内に退職し，または死亡した職員につ

いても，同様とする。 

第22条の４ 勤勉手当は，６月１日および12

月１日（以下この項から第３項までおよび

附則第 13項第４号においてこれらの日を

「基準日」という。）にそれぞれ在職する

職員に対し，当該職員の基準日以前におけ

る直近の人事評価の結果および基準日以前

６箇月以内の期間における勤務の状況に応

じて，それぞれ基準日の属する月の市長が

定める日に支給する。これらの基準日前１

箇月以内に退職し，または死亡した職員に

ついても，同様とする。 

２ 勤勉手当の額は，勤勉手当基礎額に，市

長が定める割合を乗じて得た額とする。こ

の場合において，当該勤勉手当の額の，次

の各号に掲げる職員の区分ごとの総額は，

それぞれ当該各号に定める額を超えてはな

らない。 

２ （略） 

(1) 前項の職員のうち再任用職員以外の職

員 当該職員の勤勉手当基礎額に当該職

員がそれぞれその基準日現在（退職し，

または死亡した職員にあつては，退職し，

または死亡した日現在。次項および附則

第13項第４号において同じ。）において

受けるべき扶養手当の月額およびこれに

対する地域手当の月額の合計額を加算し

た額に100分の95（特定管理職員にあつて

は，100分の115）を乗じて得た額の総額 

(1) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

勤務職員以外の職員 当該職員の勤勉手

当基礎額に当該職員がそれぞれその基準

日現在（退職し，または死亡した職員に

あつては，退職し，または死亡した日現

在。次項および附則第13項第４号におい

て同じ。）において受けるべき扶養手当

の月額およびこれに対する地域手当の月

額の合計額を加算した額に100分の95（特

定管理職員にあつては，100分の115）を

乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち再任用職員 当該再

任用職員の勤勉手当基礎額に 100分の45

を乗じて得た額の総額 

(2) 前項の職員のうち定年前再任用短時間

勤務職員 当該定年前再任用短時間勤務

職員の勤勉手当基礎額に 100分の45を乗

じて得た額の総額 

３・４ （略） ３・４ （略） 

５ 前２条の規定は，第１項の規定による勤

勉手当の支給について準用する。この場合

において，第22条の２中「前条第１項」と

あるのは「第22条の４第１項」と，同条第

１号中「基準日から」とあるのは「基準日

（第22条の４第１項に規定する基準日をい

う。以下この条および次条第５項第３号に

おいて同じ。）から」と，「支給日」とあ

るのは「支給日（同項に規定する市長が定

める日をいう。以下この条および次条第１

項において同じ。）」と読み替えるものと

５ 前２条の規定は，第１項の規定による勤

勉手当の支給について準用する。この場合

において，第22条の２中「前条第１項」と

あるのは「第22条の４第１項」と，同条第

１号中「基準日から」とあるのは「基準日

（第22条の４第１項に規定する基準日をい

う。以下この条および次条第５項第３号に

おいて同じ。）から」と，「支給日」とあ

るのは「支給日（第22条の４第１項に規定

する市長が定める日をいう。以下この条お

よび次条第１項において同じ。）」と読み
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する。 替えるものとする。 

  

（再任用職員についての適用除外） （定年前再任用短時間勤務職員についての

適用除外） 

第25条の２ 第11条から第12条の２まで，第

13条の３および第23条の規定は，再任用職

員には，適用しない。 

第 25条の２  第３条の２第２項および第３

項，第４条，第11条から第12条の２まで，

第12条の４，第12条の５，第13条の３なら

びに第23条の規定は，定年前再任用短時間

勤務職員には，適用しない。 

  

   附 則    附 則 

  

１～19 （略） １～19 （略） 

  

（新設） 20 当分の間，職員の給料月額は，当該職員

が60歳に達した日後における最初の４月１

日（附則第22項において「特定日」という。）

以後，当該職員に適用される給料表の給料

月額のうち，第３条の２第１項の規定によ

り当該職員の属する職務の級ならびに同条

第２項および第３項ならびに第４条第２項

および第３項の規定により当該職員の受け

る号給に応じた額に 100分の70を乗じて得

た額（当該額に，50円未満の端数を生じた

ときはこれを切り捨て，50円以上100円未満

の端数を生じたときはこれを100円に切り

上げるものとする。）とする。 

  

（新設） 21 前項の規定は，次に掲げる職員には適用

しない。 

 (1) 臨時的任用の職員その他の法律により

任期を定めて任用される職員および非常

勤職員 

 (2) 函館市職員の定年等に関する条例（昭

和59年函館市条例第４号）第３条第２項

に規定する職員 

 (3) 地方公務員法第28条の７第１項または

第２項の規定により勤務している職員

（同法第28条の６第１項に規定する定年

退職日において前項の規定が適用されて

いた職員を除く。） 

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

22 地方公務員法第28条の２第１項本文の規

定による他の職への降任をされた職員であ

つて，当該他の職への降任をされた日（以

下この項および附則第24項において「異動

日」という。）の前日から引き続き同一の

給料表の適用を受ける職員のうち，特定日

に附則第20項の規定により当該職員の受け

る給料月額（以下この項において「特定日
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給料月額」という。）が異動日の前日に当

該職員が受けていた給料月額に 100分の70

を乗じて得た額（当該額に，50円未満の端

数を生じたときはこれを切り捨て，50円以

上100円未満の端数を生じたときはこれを

100円に切り上げるものとする。以下この項

において「基礎給料月額」という。）に達

しないこととなる職員（市長が別に定める

職員を除く。）には，当分の間，特定日以

後，附則第20項の規定により当該職員の受

ける給料月額のほか，基礎給料月額と特定

日給料月額との差額に相当する額を給料と

して支給する。 

  

（新設） 23 前項の規定による給料の額と当該給料を

支給される職員の受ける給料月額との合計

額が第３条の２第１項の規定により当該職

員の属する職務の級における最高の号給の

給料月額を超える場合における前項の規定

の適用については，同項中「基礎給料月額

と特定日給料月額」とあるのは，「第３条

の２第１項の規定により当該職員の属する

職務の級における最高の号給の給料月額と

当該職員の受ける給料月額」とする。 

  

（新設） 

 

 

 

 

24 異動日の前日から引き続き給料表の適用

を受ける職員（附則第20項の規定の適用を

受ける職員に限り，附則第22項に規定する

職員を除く。）であつて，同項の規定によ

る給料を支給される職員との権衡上必要が

あると認められる職員には，当分の間，当

該職員の受ける給料月額のほか，市長が別

に定めるところにより，前２項の規定に準

じて算出した額を給料として支給する。 

  

（新設） 

 

 

 

 

 

 

25 附則第22項または前項の規定による給料

を支給される職員以外の附則第20項の規定

の適用を受ける職員であつて，任用の事情

を考慮して当該給料を支給される職員との

権衡上必要があると認められる職員には，

当分の間，当該職員の受ける給料月額のほ

か，市長が別に定めるところにより，前３

項の規定に準じて算出した額を給料として

支給する。 

  

（新設） 

 

26 附則第20項から前項までに定めるものの

ほか，附則第20項の規定による給料月額，

附則第22項の規定による給料その他附則第

20項から前項までの規定の施行に関し必要

な事項は，市長が定める。 
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別表１ 行政職給料表（第３条関係） 別表１ 行政職給料表（第３条関係） 

  

  

  

別表２ 技能労務職給料表（第３条関係） 別表２ 技能労務職給料表（第３条関係） 

  

  

 

職員の

区分 

職務の級 （略） 

号給 （略） 

再任用

職員以

外の職

員 

（略） 

再任用

職員 

給料月額

(円) 
215,200 

備考 （略） 

職員の

区分 

職務の級 （略） 

号給 （略） 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

（略） 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

基準給料月

額(円) 
215,200 

備考 （略） 

職員の

区分 

職務の級 （略） 

号給 （略） 

再任用

職員以

外の職

員 

（略） 

再任用

職員 

給料月額

(円) 
215,200 

備考 （略） 

職員の

区分 

職務の級 （略） 

号給 （略） 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員以外

の職員 

（略） 

定年前

再任用

短時間

勤務職

員 

基準給料月

額(円) 
215,200 

備考 （略） 
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函館市企業職員の給与の種類および基準に関する条例 新旧対照表【第１０条関係】 

 

現 行 改 正 案 

  

（給与の種類） （給与の種類） 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの，

地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22

条の２第１項に規定する会計年度任用職員

（第15条第１項および第22条において「会

計年度任用職員」という。）および同法第

28条の５第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるもの（以下これらを「職員」とい

う。）の給与の種類は，給料および手当と

する。 

第２条 企業職員で常時勤務を要するもの，

地方公務員法（昭和25年法律第261号）第22

条の２第１項に規定する会計年度任用職員

（第15条第１項および第22条において「会

計年度任用職員」という。）および同法第

22条の４第１項に規定する短時間勤務の職

を占めるもの（以下これらを「職員」とい

う。）の給与の種類は，給料および手当と

する。 

２ （略） ２ （略） 

  

（再任用職員等についての適用除外） （定年前再任用短時間勤務職員等について

の適用除外） 

第24条 第５条，第６条，第６条の２（第２

号に限る。），第６条の３，第７条の２，

第９条および第15条の規定は，地方公務員

法第28条の４第１項，第28条の５第１項も

しくは第28条の６第１項もしくは第２項ま

たは地方公務員の育児休業等に関する法律

第18条第１項の規定により採用された職員

には，適用しない。 

第24条 第５条，第６条，第６条の２（第２

号に限る。），第６条の３，第７条の２，

第９条および第15条の規定は，地方公務員

法第22条の４第１項もしくは第22条の５第

１項または地方公務員の育児休業等に関す

る法律第18条第１項の規定により採用され

た職員には，適用しない。 
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函館市職員退職手当条例 新旧対照表【第１１条関係】 

現   行 改 正 案 

  

 （退職手当の支給）  （退職手当の支給） 

第２条 この条例の規定による退職手当は，一般

職の職員の給与に関する条例（昭和26年函館市

条例第15号）の適用を受ける職員（地方公務員

法（昭和25年法律第261号）第28条の４第１項，

第28条の５第１項または第28条の６第１項も

しくは第２項の規定により採用された職員を

除く。）のうち常時勤務に服することを要する

もの（以下「職員」という。）が退職した場合

に，その者（死亡による退職の場合には，その

遺族）に支給する。 

第２条 この条例の規定による退職手当は，一般

職の職員の給与に関する条例（昭和26年函館市

条例第15号）の適用を受ける職員のうち常時勤

務に服することを要するもの（以下「職員」と

いう。）が退職した場合に，その者（死亡によ

る退職の場合には，その遺族）に支給する。 

２ 職員以外の者のうち，職員について定められ

ている勤務時間以上勤務した日（法令または条

例もしくはこれに基づき任命権者が定めると

ころにより，勤務を要しないこととされ，また

は休暇を与えられた日を含む。）が18日以上あ

る月が引き続いて 12月を超えるに至つたもの

で，その超えるに至つた日以後引き続き当該勤

務時間により勤務することとされているもの

は，職員とみなして，この条例（第４条中10年

を超え25年未満の期間勤続した者の通勤によ

る負傷または病気（以下「傷病」という。）に

よる退職および死亡による退職に係る部分以

外の部分ならびに第５条中公務上の傷病また

は死亡による退職に係る部分ならびに25年以

上勤続した者の通勤による傷病による退職お

よび死亡による退職に係る部分以外の部分を

除く。）の規定を適用する。ただし，地方公務

員法第22条の２第１項第１号に掲げる職員に

ついては，この限りでない。 

２ 職員以外の者のうち，職員について定められ

ている勤務時間以上勤務した日（法令または条

例もしくはこれに基づき任命権者が定めると

ころにより，勤務を要しないこととされ，また

は休暇を与えられた日を含む。）が18日以上あ

る月が引き続いて12月を超えるに至つたもの

で，その超えるに至つた日以後引き続き当該勤

務時間により勤務することとされているもの

は，職員とみなして，この条例（第４条中10年

を超え25年未満の期間勤続した者の通勤によ

る負傷または病気（以下「傷病」という。）に

よる退職および死亡による退職に係る部分以

外の部分ならびに第５条中公務上の傷病また

は死亡による退職に係る部分ならびに25年以

上勤続した者の通勤による傷病による退職お

よび死亡による退職に係る部分以外の部分を

除く。）の規定を適用する。ただし，地方公務

員法（昭和25年法律第261号）第22条の２第１

項第１号に掲げる職員については，この限りで

ない。 

  

（10年を超え25年未満勤続後の定年退職等の

場合の退職手当の基本額） 

（10年を超え25年未満勤続後の定年退職等の

場合の退職手当の基本額） 

第４条 10年を超え25年未満の期間勤続した者

であつて，次に掲げるものに対する退職手当の

基本額は，退職日給料月額に，その者の勤続期

間の区分ごとに当該区分に応じた割合を乗じ

て得た額の合計額とする。 

第４条 （略） 

(1) 地方公務員法第28条の２第１項の規定によ

り退職した者（同法第28条の３第１項の期限

または同条第２項の規定により延長された

期限の到来により退職した者を含む。） 

(1) 地方公務員法第28条の６第１項の規定によ

り退職した者（同法第28条の７第１項の期限

または同条第２項の規定により延長された

期限の到来により退職した者を含む。） 

(2)～(4) （略） (2)～(4) （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 
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（25年以上勤続後の定年退職等の場合の退職

手当の基本額） 

（25年以上勤続後の定年退職等の場合の退職

手当の基本額） 

第５条 次に掲げる者に対する退職手当の基本

額は，退職日給料月額に，その者の勤続期間の

区分ごとに当該区分に応じた割合を乗じて得

た額の合計額とする。 

第５条 （略） 

(1) 25年以上勤続し，地方公務員法第28条の２

第１項の規定により退職した者（同法第28条

の３第１項の期限または同条第２項の規定

により延長された期限の到来により退職し

た者を含む。） 

(1) 25年以上勤続し，地方公務員法第28条の６

第１項の規定により退職した者（同法第28条

の７第１項の期限または同条第２項の規定

により延長された期限の到来により退職し

た者を含む。） 

(2)～(7) （略） (2)～(7) （略） 

２ 前項の規定は，25年以上勤続した者で，通勤

による傷病により退職し，死亡により退職し，

または定年に達した日以後その者の非違によ

ることなく退職した者（前項の規定に該当する

者を除く。）に対する退職手当の基本額につい

て準用する。 

２ 前項の規定は，25年以上勤続した者で，通勤

による傷病により退職し，死亡により退職し，

または定年に達した日以後その者の非違によ

ることなく退職した者（同項の規定に該当する

者を除く。）に対する退職手当の基本額につい

て準用する。 

３ （略） ３ （略） 

  

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本

額に係る特例） 

（定年前早期退職者に対する退職手当の基本

額に係る特例） 

第５条の３ 第４条第１項第４号および第５条

第１項（第１号および第５号を除く。）に規定

する者のうち，定年に達する日から６月前まで

に退職した者であつて，その勤続期間が20年以

上であり，かつ，その年齢が退職の日において

定められているその者に係る定年から15年を

減じた年齢以上であるものに対する第４条第

１項，第５条第１項および前条第１項の規定の

適用については，次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５条の３ 第４条第１項第４号および第５条

第１項（第１号および第５号を除く。）に規定

する者のうち，定年に達する日から６月前まで

に退職した者であつて，その勤続期間が20年以

上であり，かつ，その年齢が退職の日において

定められているその者に係る定年から20年を

減じた年齢以上であるものに対する第４条第

１項，第５条第１項および前条第１項の規定の

適用については，次の表の左欄に掲げる規定中

同表の中欄に掲げる字句は，それぞれ同表の右

欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

 読み替え

る規定 

読み替えら

れる字句 
読み替える字句 

  読み替え

る規定 

読み替えら

れる字句 
読み替える字句 

 

 第４条第

１項およ

び第５条

第１項 

退職日給料

月額 

退職日給料月額

および退職日給

料月額に退職の

日において定め

られているその

者に係る定年と

退職の日におけ

るその者の年齢

との差に相当す

る年数１年につ

き100分の３（退

職の日において

定められている

その者に係る定

  

（略） （略） （略） 
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年と退職の日に

おけるその者の

年齢との差に相

当する年数が１

年である職員に

あつては，100分

の２）を乗じて

得た額の合計額 

 第５条の

２第１項

第１号 

および特定

減額前給料

月額 

ならびに特定減

額前給料月額お

よび特定減額前

給料月額に退職

の日において定

められているそ

の者に係る定年

と退職の日にお

けるその者の年

齢との差に相当

する年数１年に

つ き 100分 の ３

（退職の日にお

いて定められて

いるその者に係

る定年と退職の

日におけるその

者の年齢との差

に相当する年数

が１年である職

員にあつては，

100分の２）を乗

じて得た額の合

計額 

  

（略） （略） （略） 

 

 第５条の

２第１項

第２号 

退職日給料

月額に， 

退職日給料月額

および退職日給

料月額に退職の

日において定め

られているその

者に係る定年と

退職の日におけ

るその者の年齢

との差に相当す

る年数１年につ

き100分の３（退

職の日において

定められている

その者に係る定

年と退職の日に

おけるその者の

年齢との差に相

  

（略） （略） （略） 
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当する年数が１

年である職員に

あつては，100分

の２）を乗じて

得た額の合計額

に， 

 第５条の

２第１項

第２号イ 

前号に掲げ

る額 

その者が特定減

額前給料月額に

係る減額日のう

ち最も遅い日の

前日に現に退職

した理由と同一

の理由により退

職 し た も の と

し，かつ，その

者の同日までの

勤続期間および

特定減額前給料

月額を基礎とし

て，前３条の規

定により計算し

た場合の退職手

当の基本額に相

当する額 

  

（略） （略） （略） 

 

  

（退職手当の調整額） （退職手当の調整額） 

第７条の４ 退職した者に対する退職手当の調

整額は，その者の基礎在職期間（第５条の２第

２項に規定する基礎在職期間をいう。以下同

じ。）の初日の属する月からその者の基礎在職

期間の末日の属する月までの各月（地方公務員

法第27条および第28条の規定による休職（公務

上の傷病による休職，通勤による傷病による休

職，職員を地方住宅供給公社法（昭和40年法律

第124号）に規定する地方住宅供給公社，地方

道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する

地方道路公社もしくは公有地の拡大の推進に

関する法律（昭和47年法律第66号）に規定する

土地開発公社（以下これらを「地方公社」とい

う。）または国家公務員退職手当法施行令（昭

和28年政令第215号）第６条に規定する法人（退

職手当（これに相当する給与を含む。）に関す

る規程において，職員が地方公社またはその法

人の業務に従事するために休職され，引き続い

て地方公社またはその法人に使用される者と

なつた場合におけるその者の在職期間の計算

については，地方公社またはその法人に使用さ

れる者としての在職期間はなかつたものとす

ることと定めているものに限る。以下「休職指

第７条の４ 退職した者に対する退職手当の調

整額は，その者の基礎在職期間（第５条の２第

２項に規定する基礎在職期間をいう。以下同

じ。）の初日の属する月からその者の基礎在職

期間の末日の属する月までの各月（地方公務員

法第27条および第28条の規定による休職（公務

上の傷病による休職，通勤による傷病による休

職，職員を地方住宅供給公社法（昭和40年法律

第124号）に規定する地方住宅供給公社，地方

道路公社法（昭和45年法律第82号）に規定する

地方道路公社もしくは公有地の拡大の推進に

関する法律（昭和47年法律第66号）に規定する

土地開発公社（以下これらを「地方公社」とい

う。）または国家公務員退職手当法施行令（昭

和28年政令第215号）第６条に規定する法人（退

職手当（これに相当する給与を含む。）に関す

る規程において，職員が地方公社またはその法

人の業務に従事するために休職され，引き続い

て地方公社またはその法人に使用される者と

なつた場合におけるその者の在職期間の計算

については，地方公社またはその法人に使用さ

れる者としての在職期間はなかつたものとす

ることと定めているものに限る。以下「休職指
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定法人」という。）の業務に従事させるための

休職および職員の分限に関する条例（昭和27年

函館市条例第５号）第１条の２の規定による休

職を除く。），地方公務員法第29条の規定によ

る停職その他これらに準ずる事由により現実

に職務に従事することを要しない期間のある

月（現実に職務に従事することを要する日のあ

つた月を除く。以下「休職月等」という。）を

除く。）ごとに当該各月にその者が属していた

次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各

号に定める額（以下「調整月額」という。）の

うちその額が最も多いものから順次その順位

を付し，その第１順位から第60順位までの調整

月額（当該各月の月数が60月に満たない場合に

は，当該各月の調整月額）を合計した額とする。 

定法人」という。）の業務に従事させるための

休職および職員の分限に関する条例（昭和27年

函館市条例第５号）第１条の２の規定による休

職を除く。），地方公務員法第29条の規定によ

る停職その他これらに準ずる事由により現実

に職務に従事することを要しない期間のある

月（現実に職務に従事することを要する日のあ

つた月を除く。第９条第４項において「休職月

等」という。）を除く。）ごとに当該各月にそ

の者が属していた次の各号に掲げる職員の区

分に応じて当該各号に定める額（以下この項お

よび第５項において「調整月額」という。）の

うちその額が最も多いものから順次その順位

を付し，その第１順位から第60順位までの調整

月額（当該各月の月数が60月に満たない場合に

は，当該各月の調整月額）を合計した額とする。 

(1)～(8) （略） (1)～(8) （略） 

２～５ （略） ２～５ （略） 

  

（定年前に退職する意思を有する職員の募集

等） 

（定年前に退職する意思を有する職員の募集

等） 

第11条の２ 任命権者は，定年前に退職する意思

を有する職員の募集であつて，次に掲げるもの

を行うことができる。 

第11条の２ （略） 

(1) 職員の年齢別構成の適正化を図ることを目

的とし，定年から15年を減じた年齢以上の年

齢である職員を対象として行う募集 

(1) 職員の年齢別構成の適正化を図ることを目

的とし，定年から20年を減じた年齢以上の年

齢である職員を対象として行う募集 

(2) （略） (2) （略） 

２～17 （略） ２～17 （略） 

  

（退職手当の支払の差止め） （退職手当の支払の差止め） 

第16条 退職をした者が次の各号のいずれかに

該当するときは，当該退職に係る退職手当管理

機関は，当該退職をした者に対し，当該退職に

係る一般の退職手当等の額の支払を差し止め

る処分を行うものとする。 

第16条 （略） 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係

る犯罪について禁錮
こ

以上の刑が定められて

いるものに限り，刑事訴訟法（昭和23年法律

第131号）第６編に規定する略式手続による

ものを除く。以下同じ。）をされた場合にお

いて，その判決の確定前に退職をしたとき。 

(1) 職員が刑事事件に関し起訴（当該起訴に係 

 る犯罪について禁錮以上の刑が定められて

いるものに限り，刑事訴訟法（昭和23年法律

第131号）第６編に規定する略式手続による

ものを除く。以下同じ。）をされた場合にお

いて，その判決の確定前に退職をしたとき。 

(2) （略） (2) （略） 

２～４ （略） ２～４ （略） 

５ 第１項または第２項の規定による支払差止

処分を行つた退職手当管理機関は，次の各号の

いずれかに該当するに至つた場合には，速やか

に当該支払差止処分を取り消さなければなら

ない。ただし，第３号に該当する場合において，

５ （略） 
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当該支払差止処分を受けた者がその者の基礎

在職期間中の行為に係る刑事事件に関し現に

逮捕されているときその他これを取り消すこ

とが支払差止処分の目的に明らかに反すると

認めるときは，この限りでない。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について，当

該支払差止処分の理由となつた起訴または

行為に係る刑事事件につき，判決が確定した

場合（禁錮
こ

以上の刑に処せられた場合および

無罪の判決が確定した場合を除く。）または

公訴を提起しない処分があつた場合であつ

て，次条第１項の規定による処分を受けるこ

となく，当該判決が確定した日または当該公

訴を提起しない処分があつた日から６月を

経過した場合 

(2) 当該支払差止処分を受けた者について，当

該支払差止処分の理由となつた起訴または

行為に係る刑事事件につき，判決が確定した 

 場合（禁錮以上の刑に処せられた場合および

無罪の判決が確定した場合を除く。）または

公訴を提起しない処分があつた場合であつ

て，次条第１項の規定による処分を受けるこ

となく，当該判決が確定した日または当該公

訴を提起しない処分があつた日から６月を

経過した場合 

(3) （略） (3) （略） 

６～10 （略） ６～10 （略） 

  

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の

退職手当の支給制限） 

（退職後禁錮以上の刑に処せられた場合等の

退職手当の支給制限） 

第17条 退職をした者に対しまだ当該退職に係

る一般の退職手当等の額が支払われていない

場合において，次の各号のいずれかに該当する

ときは，当該退職に係る退職手当管理機関は，

当該退職をした者（第１号または第２号に該当

する場合において，当該退職をした者が死亡し

たときは，当該一般の退職手当等の額の支払を

受ける権利を承継した者）に対し，第15条第１

項に規定する事情および同項各号に規定する

退職をした場合の一般の退職手当等の額との

権衡を勘案して，当該一般の退職手当等の全部

または一部を支給しないこととする処分を行

うことができる。 

第17条 （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し地方公務員

法第29条第３項の規定による懲戒免職処分

（以下「再任用職員に対する免職処分」とい

う。）を受けたとき。 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し地方公務員

法第29条第３項の規定による懲戒免職処分

（以下「定年前再任用短時間勤務職員に対す

る免職処分」という。）を受けたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が，当該退職をした

者（再任用職員に対する免職処分の対象とな

る者を除く。）について，当該退職後に当該

一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒

免職等処分を受けるべき行為をしたと認め

たとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が，当該退職をした

者（定年前再任用短時間勤務職員に対する免

職処分の対象となる者を除く。）について，

当該退職後に当該一般の退職手当等の額の

算定の基礎となる職員としての引き続いた

在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認めたとき。 

２～６ （略） ２～６ （略） 
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（退職をした者の退職手当の返納） （退職をした者の退職手当の返納） 

第18条 退職をした者に対し当該退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われた後において，

次の各号のいずれかに該当するときは，当該退

職に係る退職手当管理機関は，当該退職をした

者に対し，第15条第１項に規定する事情のほ

か，当該退職をした者の生計の状況を勘案し

て，当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けて

いなければ第13条第３項，第６項または第８項

の規定による退職手当の支給を受けることが

できた者（次条および第20条において「失業手

当受給可能者」という。）であつた場合にあつ

ては，これらの規定により算出される金額（次

条および第20条において「失業者退職手当額」

という。）を除く。）の全部または一部の返納

を命ずる処分を行うことができる。 

第18条 退職をした者に対し当該退職に係る一

般の退職手当等の額が支払われた後において，

次の各号のいずれかに該当するときは，当該退

職に係る退職手当管理機関は，当該退職をした

者に対し，第15条第１項に規定する事情のほ

か，当該退職をした者の生計の状況を勘案し

て，当該一般の退職手当等の額（当該退職をし

た者が当該一般の退職手当等の支給を受けて

いなければ第13条第３項，第６項または第８項

の規定による退職手当の支給を受けることが

できた者（次条および第20条において「失業手

当受給可能者」という。）であつた場合には，

これらの規定により算出される金額（次条およ

び第20条において「失業者退職手当額」とい

う。）を除く。）の全部または一部の返納を命

ずる処分を行うことができる。 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し再任用職員

に対する免職処分を受けたとき。 

(2) 当該退職をした者が当該一般の退職手当等

の額の算定の基礎となる職員としての引き

続いた在職期間中の行為に関し定年前再任

用短時間勤務職員に対する免職処分を受け

たとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が，当該退職をした

者（再任用職員に対する免職処分の対象とな

る職員を除く。）について，当該一般の退職

手当等の額の算定の基礎となる職員として

の引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分

を受けるべき行為をしたと認めたとき。 

(3) 当該退職手当管理機関が，当該退職をした

者（定年前再任用短時間勤務職員に対する免

職処分の対象となる職員を除く。）について，

当該一般の退職手当等の額の算定の基礎と

なる職員としての引き続いた在職期間中に

懲戒免職等処分を受けるべき行為をしたと

認めたとき。 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相

当額の納付） 

（退職手当受給者の相続人からの退職手当相

当額の納付） 

第20条 退職をした者（死亡による退職の場合に

は，その遺族）に対し当該退職に係る一般の退

職手当等の額が支払われた後において，当該一

般の退職手当等の額の支払を受けた者（以下こ

の条において「退職手当の受給者」という。）

が当該退職の日から６月以内に第 18条第１項

または前条第１項の規定による処分を受ける

ことなく死亡した場合（次項から第５項までに

規定する場合を除く。）において，当該退職に

係る退職手当管理機関が，当該退職手当の受給

者の相続人（包括受遺者を含む。以下この条に

おいて同じ。）に対し，当該退職の日から６月

以内に，当該退職をした者が当該一般の退職手

当等の額の算定の基礎となる職員としての引

き続いた在職期間中に懲戒免職等処分を受け

第20条 退職をした者（死亡による退職の場合に

は，その遺族）に対し当該退職に係る一般の退

職手当等の額が支払われた後において，当該一

般の退職手当等の額の支払を受けた者（以下こ

の条において「退職手当の受給者」という。）

が当該退職の日から６月以内に第 18条第１項

または前条第１項の規定による処分を受ける

ことなく死亡した場合（次項から第５項までに

規定する場合を除く。）において，当該退職に

係る退職手当管理機関が，当該退職手当の受給

者の相続人（包括受遺者を含む。以下この項か

ら第６項までにおいて同じ。）に対し，当該退

職の日から６月以内に，当該退職をした者が当

該一般の退職手当等の額の算定の基礎となる

職員としての引き続いた在職期間中に懲戒免
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るべき行為をしたことを疑うに足りる相当な

理由がある旨の通知をしたときは，当該退職手

当管理機関は，当該通知が当該相続人に到達し

た日から６月以内に限り，当該相続人に対し，

当該退職をした者が当該一般の退職手当等の

額の算定の基礎となる職員としての引き続い

た在職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき

行為をしたと認められることを理由として，当

該一般の退職手当等の額（当該退職をした者が

失業手当受給可能者であつた場合にあつては，

失業者退職手当額を除く。）の全部または一部

に相当する額の納付を命ずる処分を行うこと

ができる。 

職等処分を受けるべき行為をしたことを疑う

に足りる相当な理由がある旨の通知をしたと

きは，当該退職手当管理機関は，当該通知が当

該相続人に到達した日から６月以内に限り，当

該相続人に対し，当該退職をした者が当該一般

の退職手当等の額の算定の基礎となる職員と

しての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処

分を受けるべき行為をしたと認められること

を理由として，当該一般の退職手当等の額（当

該退職をした者が失業手当受給可能者であつ

た場合には，失業者退職手当額を除く。）の全

部または一部に相当する額の納付を命ずる処

分を行うことができる。 

２ 退職手当の受給者が，当該退職の日から６月

以内に第18条第５項または前条第３項におい

て準用する函館市行政手続条例第 15条第１項

の規定による通知を受けた場合において，第18

条第１項または前条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したとき（次項から第５

項までに規定する場合を除く。）は，当該退職

に係る退職手当管理機関は，当該退職手当の受

給者の死亡の日から６月以内に限り，当該退職

手当の受給者の相続人に対し，当該退職をした

者が当該退職に係る一般の退職手当等の額の

算定の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為

をしたと認められることを理由として，当該一

般の退職手当等の額（当該退職をした者が失業

手当受給可能者であつた場合にあつては，失業

者退職手当額を除く。）の全部または一部に相

当する額の納付を命ずる処分を行うことがで

きる。 

２ 退職手当の受給者が，当該退職の日から６月

以内に第18条第５項または前条第３項におい

て準用する函館市行政手続条例第 15条第１項

の規定による通知を受けた場合において，第18

条第１項または前条第１項の規定による処分

を受けることなく死亡したとき（次項から第５

項までに規定する場合を除く。）は，当該退職

に係る退職手当管理機関は，当該退職手当の受

給者の死亡の日から６月以内に限り，当該退職

手当の受給者の相続人に対し，当該退職をした

者が当該退職に係る一般の退職手当等の額の

算定の基礎となる職員としての引き続いた在

職期間中に懲戒免職等処分を受けるべき行為

をしたと認められることを理由として，当該一

般の退職手当等の額（当該退職をした者が失業

手当受給可能者であつた場合には，失業者退職

手当額を除く。）の全部または一部に相当する

額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下この項

から第５項までにおいて同じ。）が，当該退職

の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し起訴をされた場合（第16条

第１項第１号に該当する場合を含む。次項にお

いて同じ。）において，当該刑事事件につき判

決が確定することなく，かつ，第18条第１項の

規定による処分を受けることなく死亡したと

きは，当該退職に係る退職手当管理機関は，当

該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内

に限り，当該退職手当の受給者の相続人に対

し，当該退職をした者が当該退職に係る一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分

を受けるべき行為をしたと認められることを

理由として，当該一般の退職手当等の額（当該

退職をした者が失業手当受給可能者であつた

場合にあつては，失業者退職手当額を除く。）

３ 退職手当の受給者（遺族を除く。以下この項

から第５項までにおいて同じ。）が，当該退職

の日から６月以内に基礎在職期間中の行為に

係る刑事事件に関し起訴をされた場合（第16条

第１項第１号に該当する場合を含む。次項にお

いて同じ。）において，当該刑事事件につき判

決が確定することなく，かつ，第18条第１項の

規定による処分を受けることなく死亡したと

きは，当該退職に係る退職手当管理機関は，当

該退職手当の受給者の死亡の日から６月以内

に限り，当該退職手当の受給者の相続人に対

し，当該退職をした者が当該退職に係る一般の

退職手当等の額の算定の基礎となる職員とし

ての引き続いた在職期間中に懲戒免職等処分

を受けるべき行為をしたと認められることを

理由として，当該一般の退職手当等の額（当該

退職をした者が失業手当受給可能者であつた

場合には，失業者退職手当額を除く。）の全部
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の全部または一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。 

または一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が，当該退職の日から６月

以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件

に関し起訴をされた場合において，当該刑事事

件に関し禁錮
こ

以上の刑に処せられた後におい

て第18条第１項の規定による処分を受けるこ

となく死亡したときは，当該退職に係る退職手

当管理機関は，当該退職手当の受給者の死亡の

日から６月以内に限り，当該退職手当の受給者

の相続人に対し，当該退職をした者が当該刑事

事件に関し禁錮
こ

以上の刑に処せられたことを

理由として，当該一般の退職手当等の額（当該

退職をした者が失業手当受給可能者であつた

場合にあつては，失業者退職手当額を除く。）

の全部または一部に相当する額の納付を命ず

る処分を行うことができる。 

４ 退職手当の受給者が，当該退職の日から６月

以内に基礎在職期間中の行為に係る刑事事件

に関し起訴をされた場合において，当該刑事事 

 件に関し禁錮以上の刑に処せられた後におい

て第18条第１項の規定による処分を受けるこ

となく死亡したときは，当該退職に係る退職手

当管理機関は，当該退職手当の受給者の死亡の

日から６月以内に限り，当該退職手当の受給者

の相続人に対し，当該退職をした者が当該刑事 

 事件に関し禁錮以上の刑に処せられたことを

理由として，当該一般の退職手当等の額（当該

退職をした者が失業手当受給可能者であつた

場合には，失業者退職手当額を除く。）の全部

または一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

５ 退職手当の受給者が，当該退職の日から６月

以内に当該退職に係る一般の退職手当等の額

の算定の基礎となる職員としての引き続いた

在職期間中の行為に関し再任用職員に対する

免職処分を受けた場合において，第18条第１項

の規定による処分を受けることなく死亡した

ときは，当該退職に係る退職手当管理機関は，

当該退職手当の受給者の死亡の日から６月以

内に限り，当該退職手当の受給者の相続人に対

し，当該退職をした者が当該行為に関し再任用

職員に対する免職処分を受けたことを理由と

して，当該一般の退職手当等の額（当該退職を

した者が失業手当受給可能者であつた場合に

あつては，失業者退職手当額を除く。）の全部

または一部に相当する額の納付を命ずる処分

を行うことができる。 

５ 退職手当の受給者が，当該退職の日から６月

以内に当該退職に係る一般の退職手当等の額

の算定の基礎となる職員としての引き続いた

在職期間中の行為に関し定年前再任用短時間

勤務職員に対する免職処分を受けた場合にお

いて，第18条第１項の規定による処分を受ける

ことなく死亡したときは，当該退職に係る退職

手当管理機関は，当該退職手当の受給者の死亡

の日から６月以内に限り，当該退職手当の受給

者の相続人に対し，当該退職をした者が当該行

為に関し定年前再任用短時間勤務職員に対す

る免職処分を受けたことを理由として，当該一

般の退職手当等の額（当該退職をした者が失業

手当受給可能者であつた場合には，失業者退職

手当額を除く。）の全部または一部に相当する

額の納付を命ずる処分を行うことができる。 

６～８ （略） ６～８ （略） 

  

   附 則    附 則 

  

（経過措置） （経過措置） 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に第３条から第５条までの規定に該当す

る退職をし，かつ，その勤続期間が35年以下で

ある者に対する退職手当の基本額は，当分の

間，第３条から第５条の３までの規定により計

算した額にそれぞれ100分の83.7を乗じて得た

額とする。この場合において，第７条の５第１

項中「前条」とあるのは，「前条ならびに附則

第２項」とする。 

２ この条例の施行の日（以下「施行日」という。）

以後に第３条から第５条の３までの規定に該

当する退職をし，かつ，その勤続期間が35年以

下である者に対する退職手当の基本額は，当分

の間，第３条から第５条の３までおよび附則第

17項から第25項までの規定により計算した額

にそれぞれ 100分の 83.7を乗じて得た額とす

る。この場合において，第７条の５第１項各号

列記以外の部分中「前条」とあるのは，「前条

ならびに附則第２項」とする。 
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３ 施行日以後に第３条第１項の規定に該当す

る退職をし，かつ，その勤続期間が35年を超え

43年未満である者に対する退職手当の基本額

は，当分の間，同項または第５条の２の規定に

より計算した額に前項に定める割合を乗じて

得た額とする。 

３ 施行日以後に第３条第１項の規定に該当す

る退職をし，かつ，その勤続期間が35年を超え

43年未満である者に対する退職手当の基本額

は，当分の間，同項または第５条の２および附

則第20項の規定により計算した額に前項に定

める割合を乗じて得た額とする。 

  

４ 施行日以後に第５条の規定に該当する退職

をし，かつ，その勤続期間が35年を超える者に

対する退職手当の基本額は，当分の間，その者

の勤続期間を35年として附則第２項の規定の

例により計算して得られる額とする。 

４ 施行日以後に第５条または附則第18項の規

定に該当する退職をし，かつ，その勤続期間が

35年を超える者に対する退職手当の基本額は，

当分の間，その者の勤続期間を35年として附則

第２項の規定の例により計算して得られる額

とする。 

  

５～16 （略） ５～16 （略） 

  

（新設） 17 当分の間，第４条第１項の規定は，10年を超

え25年未満の期間勤続した者であつて，60歳に

達した日以後その者の非違によることなく退

職した者（定年の定めのない職を退職した者お

よび同項または同条第２項の規定に該当する

者を除く。）に対する退職手当の基本額につい

て準用する。この場合における第３条の規定の

適用については，同条第１項各号列記以外の部

分中「または第５条」とあるのは，「，第５条

または附則第17項」とする。 

  

（新設） 18 当分の間，第５条第１項の規定は，25年以上

の期間勤続した者であつて，60歳に達した日以

後その者の非違によることなく退職した者（定

年の定めのない職を退職した者および同項ま

たは同条第２項の規定に該当する者を除く。）

に対する退職手当の基本額について準用する。

この場合における第３条の規定の適用につい

ては，同条第１項各号列記以外の部分中「また

は第５条」とあるのは，「，第５条または附則

第18項」とする。 

  

（新設） 19 前２項の規定は，函館市職員の定年等に関す

る条例（昭和59年函館市条例第４号）第３条第

２項に規定する職員が退職した場合に支給す

る退職手当の基本額については適用しない。 

  

（新設） 20 一般職の職員の給与に関する条例附則第 20

項の規定による職員の給料月額の改定は，給料

月額の減額改定に該当しないものとする。 

  

（新設） 21 当分の間，第４条第１項第４号ならびに第５

条第１項第３号，第６号および第７号に掲げる
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者に対する第５条の３および第７条の３の規

定の適用については，第５条の３中「定年に達

する日」とあるのは「定年（附則第19項に規定

する職員以外の者にあつては60歳とし，同項に

規定する職員にあつては65歳とする。）に達す

る日」と，同条の表第４条第１項および第５条

第１項の項，第５条の２第１項第１号の項およ

び第５条の２第１項第２号の項ならびに第７

条の３の表第７条の項，第７条の２第１号の項

および第７条の２第２号の項中「その者に係る

定年と退職の日におけるその者の年齢との差

に相当する年数１年につき」とあるのは「その

者に係る定年（附則第19項に規定する職員以外

の者にあつては60歳とし，同項に規定する職員

にあつては65歳とする。）と退職の日における

その者の年齢との差に相当する年数１年につ

き」とする。 

  

（新設） 22 当分の間，第４条第１項第４号ならびに第５

条第１項第３号，第６号および第７号に掲げる

者に対する第５条の３および第７条の３の規

定の適用については，第５条の３中「６月」と

あるのは「零月」と，同条の表第４条第１項お

よび第５条第１項の項，第５条の２第１項第１

号の項および第５条の２第１項第２号の項な

らびに第７条の３の表第７条の項，第７条の２

第１号の項および第７条の２第２号の項中

「100分の３（退職の日において定められてい

るその者に係る定年と退職の日におけるその

者の年齢との差に相当する年数が１年である

職員にあつては，100分の２）」とあるのは「100

分の３」とする。 

  

（新設） 23 当分の間，第４条第１項第４号および第５条

第１項（第１号および第５号を除く。）に規定

する者に対する第５条の３および第 11条の２

の規定の適用については，第５条の３および第

11条の２第１項第１号中「20年を」とあるのは

「15年を」とするほか，次の表の左欄に掲げる

者の区分に応じ，第５条の３の表以外の部分中

「退職の日において定められているその者に

係る定年」とあり，および第11条の２第１項第

１号中「定年」とあるのはそれぞれ次の表の右

欄に掲げる字句とする。 

  附則第19項に規定する職員以外の者 60歳  

  附則第19項に規定する職員 65歳  

  

（新設） 24 当分の間，第５条第１項第２号および第４号

に掲げる者であつて前項の表の左欄に掲げる
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者が同表の右欄に掲げる年齢に達する日前に

退職したときにおける第５条の３および第７

条の３の規定の適用については，第５条の３の

表第４条第１項および第５条第１項の項，第５

条の２第１項第１号の項および第５条の２第

１項第２号の項ならびに第７条の３の表第７

条の項，第７条の２第１号の項および第７条の

２第２号の項中「100分の３（退職の日におい

て定められているその者に係る定年と退職の

日におけるその者の年齢との差に相当する年

数が１年である職員にあつては，100分の２）」

とあるのは，「附則第23項の表の左欄に掲げる

者の区分ごとに同表の右欄に掲げる年齢と退

職の日におけるその者の年齢との差に相当す

る年数に100分の３を乗じて得た割合を退職の

日において定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数で除して得た割合」とする。 

  

（新設） 25 当分の間，第５条第１項第２号および第４号

に掲げる者であつて附則第23項の表の左欄に

掲げる者が同表の右欄に掲げる年齢に達した

日以後に退職したときにおける第５条の３お

よび第７条の３の規定の適用については，第５

条の３の表第４条第１項および第５条第１項

の項，第５条の２第１項第１号の項および第５

条の２第１項第２号の項ならびに第７条の３

の表第７条の項，第７条の２第１号の項および

第７条の２第２号の項中「100分の３（退職の

日において定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数が１年である職員にあつては，100

分の２）」とあるのは，「100分の２を退職の

日において定められているその者に係る定年

と退職の日におけるその者の年齢との差に相

当する年数で除して得た割合」とする。 

  

（司法修習を終えて再び職員となつた場合の

退職手当の計算の特例） 

（司法修習を終えて再び職員となつた場合の

退職手当の計算の特例） 

17・18 （略） 26・27 （略） 

  

（函館市職員の育児休業に関する条例の一部

改正） 

（函館市職員の育児休業に関する条例の一部

改正） 

19 （略） 28 （略） 
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函館市職員等の旅費に関する条例 新旧対照表【第１２条関係】 

現 行 改 正 案 

  

別表第１ 内国旅行の旅費（第２条，第18条～第22

条関係） 

別表第１ 内国旅行の旅費（第２条，第18条～第22

条関係） 

 等級 適用職員 日当 宿泊料 

（１夜

につ

き） 

食卓

料 

移転料   等級 適用職員 日当 宿泊料 

（１夜

につ

き） 

食卓

料 

移転料  

 （略）   （略）  

 （１

日に

つき） 

（１

夜に

つき） 

  （１

日に

つき） 

（１

夜に

つき） 

 

 （略）   （略）  

 １等

級 

市長および議会

の議長 

（略）   １等

級 

（略） （略）  

 ２等

級 

副市長，教育委員

会の教育長，公営

企業管理者，監査

委員，議会の議

員，教育委員会の

委員，選挙管理委

員会の委員，公平

委員会の委員，農

業委員会の委員

および農地利用

最適化推進委員 

（略）   ２等

級 

（略） （略）  

 ３等

級 

８級以下の職務

にある者，臨時的

任用の職員，再任

用職員，会計年度

任用職員（地方公

務員法第22条の

２第１項第２号

に掲げる職員に

限る。），固定資

産評価審査委員

会の委員，附属機

関の委員その他

の構成員，専門委

員，スポーツ推進

委員，消防団員な

らびに選挙長，投

票管理者，開票管

理者，投票立会

人，開票立会人お

よび選挙立会人 

（略）   ３等

級 

８級以下の職務

にある者，臨時的

任用の職員，定年

前再任用短時間

勤務職員，会計年

度任用職員（地方

公務員法第22条

の２第１項第２

号に掲げる職員

に限る。），固定

資産評価審査委

員会の委員，附属

機関の委員その

他の構成員，専門

委員，スポーツ推

進委員，消防団員

ならびに選挙長，

投票管理者，開票

管理者，投票立会

人，開票立会人お

よび選挙立会人 

（略）  

 備考 （略）  備考 （略） 
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函館市立高等学校及び幼稚園教職員の懲戒の手続及び効果に関する条例 

新旧対照表【第１３条関係】 

 

現 行 改 正 案 

  

（減給の効果） （減給の効果） 

第３条 減給は１日以上６月以下，給料（法

第22条の２第１項第１号に掲げる者に該当

する教職員については，報酬（給料に相当

する報酬に限る。））の10分の１以下を減

ずるものとする。 

第３条 減給は，１日以上６月以下の期間，

その発令の日に受ける給料（法第22条の２

第１項第１号に掲げる者に該当する教職員

については，報酬（給料に相当する報酬に

限る。））の10分の１以下を減ずるものと

する。この場合において，その減ずる額が

現に受ける給料の10分の１に相当する額を

超えるときは，当該額を減ずるものとする。 

  

 

53



 

 

 

２ 職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例の骨子 

     

(1) 条例改正の理由 

  非常勤職員の育児休業の取得要件を緩和することとし，および地方

公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴う規定の整備等をす

るため 

 

(2) 条例改正の内容 

ア 地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正により，原則２

回まで育児休業を取得することができるようになったことから，あ

らかじめ育児休業を２回取得する計画を申出る育児休業等計画書を

廃止する。（第３条，第１２条第６号） 

 

イ 男性非常勤職員の子の出生後５７日間以内の育児休業の取得要件

について，養育する子の１歳６か月到達日までとしていた任期の見

込み期間を子の出生の日から５７日間と６か月を経過する日までに

短縮する。（第２条第３号） 

 

ウ 非常勤職員の子の１歳以降の育児休業について，養育する子の１

歳（または１歳６か月）到達日の翌日に限っていた育児休業の開始

日を配偶者の育児休業期間の末日の翌日以前の日に範囲を拡大する

ことにより，夫婦交替等での育児休業開始日の柔軟な設定ができる

こととする。（第２条の３第３号ア，第２条の４第１号） 

 

エ 非常勤職員の育児休業の対象期間を子の１歳以上とすることがで

きる要件に「特別の事情（※）」を加える。（第２条の３第３号，

第２条の４） 

※ 「特別の事情」として，育児休業中に次子の産前休暇により

育児休業が失効した後，その次子が死亡した場合や，育児休業

中の休職や停職により育児休業が失効した後，休職等の期間が
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満了した場合などを規則で定める。 

 

(3) 条例の施行期日 

令和４年１０月１日 
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職員の育児休業等に関する条例 新旧対照表 

現 行 改 正 案 

  

 （育児休業をすることができない職員）  （育児休業をすることができない職員） 

第２条 法第２条第１項の条例で定める職員

は，次に掲げる職員とする。 

第２条 （略） 

(1)・(2) （略） (1)・(2) （略） 

(3) 次のいずれかに該当する非常勤職員以

外の非常勤職員 

(3) 非常勤職員であって，次のいずれかに

該当するもの以外の非常勤職員 

ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 ア 次のいずれにも該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子（法第２条第１項

に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６箇月に達する日（以下「１

歳６箇月到達日」という。）（第２

条の４の規定に該当する場合にあっ

ては，２歳に達する日）までに，そ

の任期（任期が更新される場合にあ

っては，更新後のもの）が満了する

ことおよび引き続いて任命権者を同

じくする職（以下「特定職」という。）

に採用されないことが明らかでない

非常勤職員 

(ｱ) その養育する子（法第２条第１項

に規定する子をいう。以下同じ。）

が１歳６箇月に達する日（以下「１

歳６箇月到達日」という。）（当該

子の出生の日から第３条の２に規定

する期間内に育児休業をしようとす

る場合にあっては当該期間の末日か

ら６月を経過する日，第２条の４の

規定に該当する場合にあっては当該

子が２歳に達する日）までに，その

任期（任期が更新される場合にあっ

ては，更新後のもの）が満了するこ

とおよび引き続いて任命権者を同じ

くする職（以下「特定職」という。）

に採用されないことが明らかでない

非常勤職員 

(ｲ) （略） (ｲ) （略） 

イ 第２条の３第３号に掲げる場合に該

当する非常勤職員（その養育する子が

１歳に達する日（以下この号および同

条において「１歳到達日」という。）

（当該子について当該非常勤職員がす

る育児休業の期間の末日とされた日が

当該子の１歳到達日後である場合にあ

っては，当該末日とされた日）におい

て育児休業をしている非常勤職員に限

る。） 

イ 次のいずれかに該当する非常勤職員 

(ｱ) その養育する子が１歳に達する日

（以下「１歳到達日」という。）（当

該子について当該非常勤職員が第２

条の３第２号に掲げる場合に該当し

てする育児休業の期間の末日とされ

た日が当該子の１歳到達日後である

場合にあっては，当該末日とされた

日。以下この（ア）において同じ。）

において育児休業をしている非常勤

職員であって，同条第３号に掲げる

場合に該当して当該子の１歳到達日

の翌日を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとするもの 

(ｲ) その任期の末日を育児休業の期間

の末日とする育児休業をしている非

常勤職員であって，当該任期を更新

され，または当該任期の満了後引き

続いて特定職に採用されることに伴

い，当該育児休業に係る子について，

当該更新前の任期の末日の翌日また

は当該採用の日を育児休業の期間の
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初日とする育児休業をしようとする

もの 

ウ その任期の末日を育児休業の期間の

末日とする育児休業をしている非常勤

職員であって，当該育児休業に係る子

について，当該任期が更新され，また

は当該任期の満了後に特定職に引き続

き採用されることに伴い，当該任期の

末日の翌日または当該引き続き採用さ

れる日を育児休業の期間の初日とする

育児休業をしようとするもの 

（削る） 

  

（法第２条第１項の条例で定める日） （法第２条第１項の条例で定める日） 

第２条の３ 法第２条第１項の条例で定める

日は，次の各号に掲げる場合の区分に応じ，

当該各号に定める日とする。 

第２条の３ （略） 

(1) （略） (1) （略） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の

養育する子の１歳到達日以前のいずれか

の日において当該子を養育するために法

その他の法律の規定による育児休業（以

下この条および次条において「地方等育

児休業」という。）をしている場合にお

いて当該非常勤職員が当該子について育

児休業をしようとする場合（当該育児休

業の期間の初日とされた日が当該子の１

歳到達日の翌日後である場合または当該

地方等育児休業の期間の初日前である場

合を除く。） 当該子が１歳２箇月に達

する日（当該日が当該育児休業の期間の

初日とされた日から起算して育児休業等

可能日数（当該子の出生の日から当該子

の１歳到達日までの日数をいう。）から

育児休業等取得日数（当該子の出生の日

以後当該非常勤職員が労働基準法（昭和

22年法律第49号）第65条第１項および第

２項の規定により勤務しなかった日数と

当該子について育児休業をした日数を合

算した日数をいう。）を差し引いた日数

を経過する日より後の日であるときは，

当該経過する日） 

(2) 非常勤職員の配偶者（届出をしないが

事実上婚姻関係と同様の事情にある者を

含む。以下同じ。）が当該非常勤職員の

養育する子の１歳到達日以前のいずれか

の日において当該子を養育するために法

その他の法律の規定による育児休業（以

下この条および次条において「地方等育

児休業」という。）をしている場合にお

いて，当該非常勤職員が，当該子につい

て育児休業をしようとする場合（当該育

児休業の期間の初日とされた日が当該子

の１歳到達日の翌日後である場合または

当該地方等育児休業の期間の初日前であ

る場合を除く。） 当該子が１歳２箇月

に達する日（当該日が当該育児休業の期

間の初日とされた日から起算して育児休

業等可能日数（当該子の出生の日から当

該子の１歳到達日までの日数をいう。）

から育児休業等取得日数（当該子の出生

の日以後当該非常勤職員が労働基準法

（昭和22年法律第49号）第65条第１項お

よび第２項の規定により勤務しなかった

日数と当該子について育児休業をした日

数を合算した日数をいう。）を差し引い

た日数を経過する日より後の日であると

きは，当該経過する日） 

(3) １歳から１歳６箇月に達するまでの子

を養育するため，非常勤職員が当該子の

１歳到達日（当該子を養育する非常勤職

員が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業または当該非常勤職員の配偶者が

同号に掲げる場合もしくはこれに相当す

る場合に該当してする地方等育児休業の

(3) １歳から１歳６箇月に達するまでの子

を養育する非常勤職員が，次に掲げる場

合のいずれにも該当する場合（当該子に

ついてこの号に掲げる場合に該当して育

児休業をしている場合であって第３条第

７号に掲げる事情に該当するときはイお

よびウに掲げる場合に該当する場合，規
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期間の末日とされた日が当該子の１歳到

達日後である場合にあっては，当該末日

とされた日（当該育児休業の期間の末日

とされた日と当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日が異なるときは，その

いずれかの日））の翌日（当該子の１歳

到達日後の期間においてこの号に掲げる

場合に該当してその任期の末日を育児休

業の期間の末日とする育児休業をしてい

る非常勤職員であって，当該任期が更新

され，または当該任期の満了後に特定職

に引き続き採用されるものにあっては，

当該任期の末日の翌日または当該引き続

き採用される日）を育児休業の期間の初

日とする育児休業をしようとする場合で

あって，次に掲げる場合のいずれにも該

当するとき 当該子の１歳６箇月到達日 

則で定める特別の事情がある場合にあっ

てはウに掲げる場合に該当する場合） 

 当該子の１歳６箇月到達日 

（新設） ア 当該非常勤職員が当該子の１歳到達

日（当該非常勤職員が前号に掲げる場

合に該当してする育児休業または当該

非常勤職員の配偶者が同号に掲げる場

合もしくはこれに相当する場合に該当

してする地方等育児休業の期間の末日

とされた日が当該子の１歳到達日後で

ある場合にあっては，当該末日とされ

た日（当該育児休業の期間の末日とさ

れた日と当該地方等育児休業の期間の

末日とされた日が異なるときは，その

いずれかの日））の翌日（当該配偶者

がこの号に掲げる場合またはこれに相

当する場合に該当して地方等育児休業

をする場合にあっては，当該地方等育

児休業の期間の末日とされた日の翌日

以前の日）を育児休業の期間の初日と

する育児休業をしようとする場合 

ア 当該子について，当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

がする育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては，当該末日とされた日）に

おいて育児休業をしている場合または

当該非常勤職員の配偶者が当該子の１

歳到達日（当該配偶者がする地方等育

児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあって

は，当該末日とされた日）において地

方等育児休業をしている場合 

イ 当該子について，当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあって

は，当該末日とされた日）において育

児休業をしている場合または当該非常

勤職員の配偶者が当該子の１歳到達日

（当該配偶者が同号に掲げる場合また

はこれに相当する場合に該当してする

地方等育児休業の期間の末日とされた

日が当該子の１歳到達日後である場合

にあっては，当該末日とされた日）に

おいて地方等育児休業をしている場合 

イ 当該子の１歳到達日後の期間につい ウ 当該子の１歳到達日後の期間につい
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て育児休業をすることが継続的な勤務

のために特に必要と認められる場合と

して規則で定める場合に該当する場合 

て育児休業をすることが継続的な勤務

のために特に必要と認められる場合と

して規則で定める場合に該当する場合 

                （新設） エ 当該子について，当該非常勤職員が

当該子の１歳到達日（当該非常勤職員

が前号に掲げる場合に該当してする育

児休業の期間の末日とされた日が当該

子の１歳到達日後である場合にあって

は，当該末日とされた日）後の期間に

おいてこの号に掲げる場合に該当して

育児休業をしたことがない場合 

  

（法第２条第１項の条例で定める場合） （法第２条第１項の条例で定める場合） 

第２条の４ 法第２条第１項の条例で定める

場合は，１歳６箇月から２歳に達するまで

の子を養育するため，非常勤職員が当該子

の１歳６箇月到達日の翌日（当該子の１歳

６箇月到達日後の期間においてこの条の規

定に該当してその任期の末日を育児休業の

期間の末日とする育児休業をしている非常

勤職員であって，当該任期が更新され，ま

たは当該任期の満了後に特定職に引き続き

採用されるものにあっては，当該任期の末

日の翌日または当該引き続き採用される

日）を育児休業の期間の初日とする育児休

業をしようとする場合であって，次の各号

のいずれにも該当するときとする。 

第２条の４ 法第２条第１項の条例で定める

場合は，１歳６箇月から２歳に達するまで

の子を養育する非常勤職員が，次の各号に

掲げる場合のいずれにも該当する場合（当

該子についてこの条の規定に該当して育児

休業をしている場合であって次条第７号に

掲げる事情に該当するときは第２号および

第３号に掲げる場合に該当する場合，規則

で定める特別の事情がある場合にあっては

同号に掲げる場合に該当する場合）とする。 

 

（新設） (1) 当該非常勤職員が当該子の１歳６箇月到

達日の翌日（当該非常勤職員の配偶者がこ

の条の規定に該当し，またはこれに相当す

る場合に該当して地方等育児休業をする場

合にあっては，当該地方等育児休業の期間

の末日とされた日の翌日以前の日）を育児

休業の期間の初日とする育児休業をしよう

とする場合 

(1)・(2) （略） (2)・(3) （略） 

（新設） (4) 当該子について，当該非常勤職員が当該

子の１歳６箇月到達日後の期間においてこ

の条の規定に該当して育児休業をしたこと

がない場合 

  

（法第２条第１項ただし書の人事院規則で

定める期間を基準として条例で定める期

間） 

 

第２条の５ 法第２条第１項ただし書の人事

院規則で定める期間を基準として条例で定

める期間は，57日間とする。 

（削る） 

  

（法第２条第１項ただし書の条例で定める

特別の事情） 

（法第２条第１項ただし書の条例で定める

特別の事情） 
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第３条 法第２条第１項ただし書の条例で定

める特別の事情は，次に掲げる事情とする。 

第３条 （略） 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略）  

(5) 育児休業（この号の規定に該当したこ

とにより当該育児休業に係る子について

既にしたものを除く。）の終了後，３月

以上の期間を経過したこと（当該育児休

業をした職員が，当該育児休業の承認の

請求の際育児休業により当該子を養育す

るための計画について育児休業等計画書

により任命権者に申し出た場合に限

る。）。 

（削る）  

(6)・(7) （略） (5)・(6) （略） 

(8) その任期の末日を育児休業の期間の末

日とする育児休業をしている非常勤職員

が，当該育児休業に係る子について，当

該任期が更新され，または当該任期の満

了後に特定職に引き続き採用されること

に伴い，当該任期の末日の翌日または当

該引き続き採用される日を育児休業の期

間の初日とする育児休業をしようとする

こと。 

(7) 任期を定めて採用された職員であって， 

当該任期の末日を育児休業の期間の末日

とする育児休業をしているものが，当該

任期を更新され，または当該任期の満了

後引き続いて特定職に採用されることに

伴い，当該育児休業に係る子について，

当該更新前の任期の末日の翌日または当

該採用の日を育児休業の期間の初日とす

る育児休業をしようとすること。 

 

 

 

（新設） 

（法第２条第１項第１号の人事院規則で定

める期間を基準として条例で定める期間） 

第３条の２ 法第２条第１項第１号の人事院

規則で定める期間を基準として条例で定め

る期間は，57日間とする。 

  

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起

算して１年を経過しない場合に育児短時間

勤務をすることができる特別の事情） 

第12条 法第10条第１項ただし書の条例で定

める特別の事情は，次に掲げる事情とする。 

第12条 （略） 

(1)～(5) （略） (1)～(5) （略） 

(6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当

したことにより当該育児短時間勤務に係

る子について既にしたものを除く。）の

終了後，３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が，当

該育児短時間勤務の承認の請求の際育児

短時間勤務により当該子を養育するため

の計画について育児休業等計画書により

任命権者に申し出た場合に限る。）。 

(6) 育児短時間勤務（この号の規定に該当

したことにより当該育児短時間勤務に係

る子について既にしたものを除く。）の

終了後，３月以上の期間を経過したこと

（当該育児短時間勤務をした職員が，当

該育児短時間勤務の承認の請求の際育児

短時間勤務により当該子を養育するため

の計画について育児短時間勤務計画書に

より任命権者に申し出た場合に限る。）。 

(7) （略）  (7) （略）  
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３ 函館市職員退職手当条例の一部を改正する条例の骨子 

 

 (1) 条例改正の理由 

   雇用保険法および職業安定法の一部改正に伴い，失業者の退職手

当に係る規定を整備するため 

 

 (2) 条例改正の内容 

  ア 定年退職をした者が事業を開始した場合に，当該事業の実施期 

間を失業者の退職手当の受給期間に算入しない特例を設ける。（第 

１３条第４項） 

  イ 職業安定法の一部改正に伴う条項ずれの修正を行う。（第１３ 

   条第１１項） 

   

 (3) 条例の施行期日 

   公布の日 

   ただし，第１３条第１１項の改正規定は，令和４年１０月１日  
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函館市職員退職手当条例 新旧対照表 

 

現 行 改 正 案 

  

（失業者の退職手当） （失業者の退職手当） 

第13条 （略） 第13条 （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

４ 第１項および前項の規定による退職手当

の支給に係る退職が定年に達したことその

他市長が定める理由によるものである職員

が，当該退職後一定の期間求職の申込みを

しないことを希望する場合において，市長

が定めるところにより，市長にその旨を申

し出たときは，第１項中「当該各号に定め

る期間」とあるのは「当該各号に定める期

間と，求職の申込みをしないことを希望す

る一定の期間（１年を限度とする。）に相

当する期間を合算した期間（当該求職の申

込みをしないことを希望する一定の期間内

に求職の申込みをしたときは，当該各号に

定める期間に当該退職の日の翌日から当該

求職の申込みをした日の前日までの期間に

相当する期間を加算した期間）」と，「当

該期間内」とあるのは「当該合算した期間

内」と，前項中「支給期間」とあるのは「次

項において読み替えられた第１項に規定す

る支給期間」とする。 

４ 第１項および前項の規定による退職手当

の支給に係る退職が定年に達したことその

他市長が定める理由によるものである職員

が当該退職後一定の期間求職の申込みをし

ないことを希望する場合において，市長が

定めるところにより，市長にその旨を申し

出たときは，第１項中「当該各号に定める

期間」とあるのは「当該各号に定める期間

と，求職の申込みをしないことを希望する

一定の期間（１年を限度とする。）に相当

する期間を合算した期間（当該求職の申込

みをしないことを希望する一定の期間内に

求職の申込みをしたときは，当該各号に定

める期間に当該退職の日の翌日から当該求

職の申込みをした日の前日までの期間に相

当する期間を加算した期間）」と，「当該

期間内」とあるのは「当該合算した期間内」

と，前項中「支給期間」とあるのは「次項

において読み替えられた第１項に規定する

支給期間」とし，当該退職の日後に事業（そ

の実施期間が30日未満のものその他市長が

定めるものを除く。）を開始した職員その

他これに準ずるものとして市長が定める職

員が市長が定めるところにより，市長にそ

の旨を申し出たときは，当該事業の実施期

間（当該実施期間の日数が４年から第１項

およびこの項の規定により算定される期間

の日数を除いた日数を超える場合における

当該超える日数を除く。）は，第１項およ

びこの項の規定による期間に算入しない。 

５～10 （略） ５～10 （略） 

11 第１項，第３項および第５項から前項ま

でに定めるもののほか，第１項または第３

項の規定による退職手当の支給を受けるこ

とができる者で次の各号の規定に該当する

ものに対しては，それぞれ当該各号に掲げ

る金額を，退職手当として，雇用保険法の

規定による技能習得手当，寄宿手当，傷病

手当，就業促進手当，移転費または求職活

動支援費の支給の条件に従い支給する。 

11 （略） 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

(5) 公共職業安定所，職業安定法第４条第 (5) 公共職業安定所，職業安定法第４条第
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８項に規定する特定地方公共団体もしく

は同法第18条の２に規定する職業紹介事

業者の紹介した職業に就くため，または

市長が雇用保険法の規定の例により指示

した同法第58条第１項に規定する公共職

業訓練等を受けるため，その住所または

居所を変更する者 同条第２項に規定す

る移転費の額に相当する金額 

９項に規定する特定地方公共団体もしく

は同法第18条の２に規定する職業紹介事

業者の紹介した職業に就くため，または

市長が雇用保険法の規定の例により指示

した同法第58条第１項に規定する公共職

業訓練等を受けるため，その住所または

居所を変更する者 同条第２項に規定す

る移転費の額に相当する金額 

(6) （略） (6) （略） 

12～17 （略） 12～17 （略） 

  

   附 則    附 則 

  

16 令和４年３月31日以前に退職した職員に

対する第13条第10項の規定の適用について

は，同項各号列記以外の部分中「第28条ま

で」とあるのは「第28条までおよび附則第

５条」と，同項第２号中「イ 雇用保険法

第22条第２項に規定する厚生労働省令で定

める理由により就職が困難な者であつて，

同法第24条の２第１項第２号に掲げる者に

相当する者として市長が定める者に該当

し，かつ，市長が同項に規定する指導基準

に照らして再就職を促進するために必要な

職業安定法第４条第４項に規定する職業指

導を行うことが適当であると認めたもの」

とあるのは 

16 令和７年３月31日以前に退職した職員に

対する第13条第10項の規定の適用について

は，同項各号列記以外の部分中「第28条ま

で」とあるのは「第28条までおよび附則第

５条」と，同項第２号中「イ 雇用保険法

第22条第２項に規定する厚生労働省令で定

める理由により就職が困難な者であつて，

同法第24条の２第１項第２号に掲げる者に

相当する者として市長が定める者に該当

し，かつ，市長が同項に規定する指導基準

に照らして再就職を促進するために必要な

職業安定法第４条第４項に規定する職業指

導を行うことが適当であると認めたもの」

とあるのは 

「イ 雇用保険法第22条第２項に規定する

厚生労働省令で定める理由により就職

が困難な者であつて，同法第24条の２

第１項第２号に掲げる者に相当する者

として市長が定める者に該当し，かつ，

市長が同項に規定する指導基準に照ら

して再就職を促進するために必要な職

業安定法第４条第４項に規定する職業

指導を行うことが適当であると認めた

もの 

「イ （略） 

ウ 特定退職者であつて，雇用保険法附

則第５条第１項に規定する地域内に居

住し，かつ，市長が同法第24条の２第

１項に規定する指導基準に照らして再

就職を促進するために必要な職業安定

法第４条第４項に規定する職業指導を

行うことが適当であると認めたもの（ 

 アに掲げる者を除く。）       」 

ウ （略） 

 

 

 

 

 

 

                   」 

とする。 とする。 
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函館市職員退職手当条例 附則第２項による改正 新旧対照表 

（函館市職員退職手当条例の一部を改正する条例（平成29年函館市条例第44号）の 

一部改正） 

 

現 行 改 正 案 

  

  附 則   附 則 

  

（経過措置） （経過措置） 

２ 改正後の函館市職員退職手当条例（以下

「新条例」という。）第13条第５項（第２

号に係る部分に限り，新条例附則第16項の

規定により読み替えて適用する場合を含

む。）の規定は，退職職員（退職した函館

市職員退職手当条例第２条第１項に規定す

る職員（同条第２項の規定により職員とみ

なされる者を含む。）をいう。以下同じ。）

であって函館市職員退職手当条例第13条第

１項第２号に規定する所定給付日数から同

項に規定する待期日数を減じた日数分の同

項の退職手当または同号の規定の例により

雇用保険法（昭和49年法律第116号）の規定

を適用した場合におけるその者に係る同号

に規定する所定給付日数に相当する日数分

の同条第３項の退職手当の支給を受け終わ

った日が平成29年４月１日以後であるもの

について適用する。 

２  函館市職員退職手当条例第13条第 10項

（第２号に係る部分に限り，同条例附則第

16項の規定により読み替えて適用する場合

を含む。）の規定は，退職職員（退職した

同条例第２条第１項に規定する職員（同条

第２項の規定により職員とみなされる者を

含む。）をいう。以下同じ。）であって同

条例第13条第１項第２号に規定する所定給

付日数から同項に規定する待期日数を減じ

た日数分の同項の退職手当または同号の規

定の例により雇用保険法（昭和49年法律第

116号）の規定を適用した場合におけるその

者に係る同号に規定する所定給付日数に相

当する日数分の同条第３項の退職手当の支

給を受け終わった日が平成29年４月１日以

後であるものについて適用する。 

  

３ 退職職員であって雇用保険法等の一部を

改正する法律（平成29年法律第14号）第４

条の規定による改正後の職業安定法（昭和

22年法律第141号）（以下「改正後職業安定

法」という。）第４条第８項に規定する特

定地方公共団体または改正後職業安定法第

18条の２に規定する職業紹介事業者の紹介

により職業に就いたものに対する新条例第

13条第６項（第５号に係る部分に限る。）

の規定は，当該退職職員が当該紹介により

職業に就いた日が附則第１項ただし書に規

定する規定の施行の日以後である場合につ

いて適用する。 

３ 退職職員であって雇用保険法等の一部を

改正する法律（平成29年法律第14号）第４

条の規定による改正後の職業安定法（昭和

22年法律第141号）（以下「改正後職業安定

法」という。）第４条第８項に規定する特

定地方公共団体または改正後職業安定法第

18条の２に規定する職業紹介事業者の紹介

により職業に就いたものに対する函館市職

員退職手当条例第13条第11項（第５号に係

る部分に限り，同条第15項において準用す

る場合を含む。）の規定は，当該退職職員

が当該紹介により職業に就いた日が附則第

１項ただし書に規定する規定の施行の日以

後である場合について適用する。 
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